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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 

売上高 （百万円） 104,614 107,630 106,350 110,996 97,415 

経常利益 （百万円） 1,652 5,933 7,499 10,348 7,036 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（百万円） △1,181 2,144 3,648 6,318 2,595 

包括利益 （百万円） △2,103 3,360 8,035 7,745 5,082 

純資産額 （百万円） 45,879 48,231 55,257 61,683 65,147 

総資産額 （百万円） 98,790 97,102 98,425 103,163 99,697 

１株当たり純資産額 （円） 364.84 383.58 439.50 490.66 518.27 

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△） 

（円） △9.40 17.05 29.02 50.26 20.64 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 46.44 49.67 56.14 59.79 65.35 

自己資本利益率 （％） △2.48 4.56 7.05 10.81 4.09 

株価収益率 （倍） － 13.49 9.82 5.83 14.05 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 1,985 7,703 5,285 9,903 3,237 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △2,365 △1,576 15,347 △276 △306 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 355 △6,120 △9,664 △2,029 △3,787 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（百万円） 8,731 8,802 19,849 27,437 26,580 

従業員数 
（名） 

1,810 1,729 1,400 1,351 1,328 

(ほか、平均臨時雇用者数) (4,669) (4,459) (4,393) (4,379) (4,199) 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 第69期の株価収益率は、当期純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 

売上高 （百万円） 102,426 105,293 104,533 109,404 96,371 

経常利益 （百万円） 2,644 6,076 7,938 10,387 7,221 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（百万円） △951 1,840 3,731 6,375 2,688 

資本金 （百万円） 15,002 15,002 15,002 15,002 15,002 

発行済株式総数 （株） 126,229,345 126,229,345 126,229,345 126,229,345 126,229,345 

純資産額 （百万円） 44,561 46,544 53,567 60,371 63,889 

総資産額 （百万円） 96,730 94,666 96,167 101,242 98,020 

１株当たり純資産額 （円） 354.37 370.16 426.06 480.22 508.26 

１株当たり配当額 （円） 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 

(内１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△） 

（円） △7.57 14.64 29.68 50.71 21.39 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 46.07 49.17 55.70 59.63 65.18 

自己資本利益率 （％） △2.06 4.04 7.45 11.19 4.33 

株価収益率 （倍） － 15.71 9.60 5.78 13.56 

配当性向 （％） － 54.6 27.0 15.8 37.4 

従業員数 
（名） 

1,741 1,658 1,341 1,318 1,309 

(ほか、平均臨時雇用者数) (4,535) (4,327) (4,252) (4,282) (4,123) 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 第69期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

昭和17年12月 各種工業用品ならびに繊維製品の製造販売を目的として創業者故吉原信之が東京板橋区に個人経営三

陽商会を開業

昭和18年５月 資本金５万円にて株式会社三陽商会を設立し、工作機械工具の修理加工、販売を開始

昭和19年10月 社名を株式会社三陽商会製作所と改称し、豊島工場ならびに銀座営業所を設置

昭和20年10月 本店を東京都京橋区（現中央区）に移転

なお、この頃より主要業務を工作機械工具からレインコートの販売へと変更

昭和23年７月 社名を株式会社三陽商会と改称

昭和24年９月 日本ゴム工業株式会社（現オカモト株式会社）と同社製レインコートの一手発売元としての特約を締

結

なお、この頃より百貨店への販売を積極的に開始

昭和27年７月 東京都千代田区に東京営業所を設置して営業活動の主体を移転、東京都中央区に銀座サービス・ステ

イションを設置（昭和48年６月閉鎖）

昭和37年４月 本店を東京都千代田区に移転

昭和37年５月 本社ビルを東京都千代田区に新築

昭和44年２月 東京都新宿区に本社ビルが完成し、本店を移転

なお、この頃より総合アパレルメーカーへの進出を開始

昭和46年７月 株式を東京証券取引所市場第二部へ上場

昭和52年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

昭和56年２月 ニューヨークに現地法人を設立（平成11年10月閉鎖）

昭和56年５月 東京都江東区に潮見商品センターを新築（平成25年12月売却）

昭和61年６月 ニューヨークに現地縫製工場を設立（平成11年11月閉鎖）

平成元年３月 東京都港区に青山ビルを新築

平成元年４月 自社健康保険組合設立

平成２年６月 東京都江東区に潮見ビルを新築（平成25年12月売却）

平成５年７月 創立50周年記念行事を開催

平成８年４月 ミラノに現地法人サンヨーショウカイミラノS.p.A.（連結子会社）を設立（平成25年７月閉鎖）

平成８年５月 香港に現地法人三陽商會香港有限公司を設立（平成13年12月閉鎖）

平成10年２月 台湾に現地法人國際三陽股份有限公司を設立（平成13年12月閉鎖）

平成11年10月 ニューヨークに現地法人サンヨーショウカイニューヨーク,INC.（連結子会社）を設立

平成12年12月 東京都中央区にバーバリー銀座店（現三陽銀座タワー）を開店

平成18年５月 上海に現地法人上海三陽時装商貿有限公司（連結子会社）を設立

平成20年５月 本店を東京都港区へ移転

平成24年９月 本店を東京都新宿区へ移転

 

- 4 -



３【事業の内容】

 当社の企業集団は、当社及び子会社７社で構成され、衣料品等繊維製品の製造・販売を主な事業内容とし、更に事

業に関連するリース・不動産の賃貸業等の事業活動を展開しております。

 当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

 なお、当社グループの事業はアパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、セグメント

別の記載はしておりません。

衣料品関連事業

衣料品等の製造・販売…… 当社が製造・販売しております。

衣料品等の販売…………… 子会社サンヨーアパレル㈱及びサンヨーショウカイニューヨーク,INC.は主に当

社から仕入れて販売しております。

衣料品の縫製加工………… 子会社㈱サンヨーソーイング、㈱サンヨー・インダストリー及び㈱サンヨーエク

セルは衣料品を縫製加工し、商社経由で当社に納入しております。

海外生産支援業務………… 子会社上海三陽時装商貿有限公司は海外生産支援業務を行っております。

 

その他の関連事業 

リース・不動産の賃貸…… 子会社サンヨーゼネラルサービス㈱は当社グループのリース物件の取扱い及び不

動産の賃貸を行っております。

 事業の系統図は次のとおりであります。

 

 （注） 非連結子会社３社は持分法を適用しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金又は 

出資金 
（千円） 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

サンヨーアパレル㈱ 

(注)１、２ 

神奈川県 

横浜市中区 
130,000 衣料品の販売 100.0 

当社の製品を販売しております。 

役員の兼任あり。 

サンヨーゼネラルサービス㈱ 

(注)１、３ 

東京都 

新宿区 
30,000 

リース・不動産の

賃貸業 
100.0 

当社グループへのリース物件の取

扱い及び不動産の賃貸業をしてお

ります。 

役員の兼任あり。 

サンヨーショウカイ 

ニューヨーク,INC. 

(注)１ 

アメリカ 

ニューヨーク市 

1,000千 

米ドル 
衣料品の販売 100.0 

当社の製品を販売しております。 

役員の兼任あり。 

上海三陽時装商貿有限公司 

(注)１、４ 

中国 

上海市 

155,484千 

元 
海外生産支援業務 100.0 

当社の海外生産支援業務を行って

おります。 

役員の兼任あり。 

 （注）１ サンヨーアパレル㈱、サンヨーゼネラルサービス㈱、サンヨーショウカイニューヨーク,INC.及び上海三陽

時装商貿有限公司に資金援助をしております。

２ サンヨーアパレル㈱には土地及び建物を賃貸しております。

３ サンヨーゼネラルサービス㈱には建物を賃貸しております。また、サンヨーゼネラルサービス㈱から土地及

び建物を賃借しております。

４ 特定子会社に該当しております。

５ 連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の割合が10％を超えている会社はありま

せん。

６ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年12月31日現在
 

従業員数（名）
1,328

(4,199)

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３ 当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の

記載はしておりません。

 

(2）提出会社の状況

平成27年12月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,309

(4,123)
43.8 18.2 6,874

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

４ 当社は、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はし

ておりません。

 

(3）労働組合の状況

 提出会社の労働組合の状況は次のとおりであります。

１ 名称 三陽商会労働組合

２ 組合員数 815名（平成27年12月31日現在）

３ 所属上部団体 UAゼンセン

４ 労使関係 安定しており特記すべき事項はありません。

 なお、連結子会社においては労働組合は組織されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日本銀行の各種政策、国内外の経済の回復に伴う企業業績の向

上、株高、雇用・所得環境の改善などによって、個人消費においても昨年の消費増税後の反動減から抜け出し、全

般的には改善の動きが見られました。

 当アパレル・ファッション業界におきましては、一部の高付加価値商品や訪日外国人による売上の増加は見られ

るものの、衣料品に関する消費者の選択眼は一層厳しさを増しております。春先には百貨店衣料品売上なども前年

対比プラスで推移していたものの、夏のセール商戦は盛り上がりに欠け、また、11、12月は暖冬となるなど気候要

因にも影響を受け、秋冬物商戦についても厳しい消費環境が続きました。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは事業の選択と集中を掲げ、事業構造改革を進めてまいりました。

業務全般の一層の効率化を進めるとともに、「ものづくり」力を活かした商品企画、販路の見直しも含めた営業・

店舗運営体制の確立、調達購買の合理化と柔軟な生産体制の実現、情報システムの刷新等インフラの整備など、環

境に即応した事業推進に努めてまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は974億１千５百万円（前年比12.2％減）、営業利益は65億７千７百万円

（前年比35.6％減）、経常利益は70億３千６百万円（前年比32.0％減）、当期純利益は25億９千５百万円（前年比

58.9％減）となりました。

 平成27年の春夏シーズンをもって、バーバリーブランドのライセンス事業は終了し、秋冬シーズンより、マッキ

ントッシュ ロンドン（メンズ・ウィメンズ）、ブルーレーベル・クレストブリッジおよびブラックレーベル・ク

レストブリッジ各ブランドの展開を全国百貨店、三陽銀座タワーなど直営店およびＥコマースにて一斉スタートい

たしました。これらの新ブランドの成功に向けて、商品企画、店頭販売、販促活動などあらゆる面から強化を図っ

てまいりました。 

 以上のような事業環境激変の下、当社グループは、当社の社是である「真・善・美」のものづくり、またタグラ

インの「ＴＩＭＥＬＥＳＳ ＷＯＲＫ．ほんとうにいいものをつくろう。」を体現すべく、お客様にご支持いただ

ける商品づくりに邁進してまいる所存でございます。 

 なお、当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントでありますので、セグメン

ト情報の記載はしておりません。

(2）キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額が34億４千９百万円ありましたが、

税金等調整前当期純利益を37億８千４百万円計上し、売上債権の減少による増加額が49億５千７百万円あったこと

等により、32億３千７百万円の収入（前連結会計年度は、99億３百万円の収入）となりました。

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、敷金及び保証金の回収による収入８億６千４百万円が

ありましたが、敷金及び保証金の差入による支出１億６千１百万円、有形固定資産の取得による支出９億３千１百

万円があったこと等により、３億６百万円の支出（前連結会計年度は、２億７千６百万円の支出）となりました。

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出26億５千万円や、配当金

の支払額10億５百万円があったこと等により、37億８千７百万円の支出（前連結会計年度は、20億２千９百万円の

支出）となりました。

 この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ８億５千７百万円減少し、265億８千万円となりまし

た。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 当社グループは「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり、ア

パレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントでありますが、生産実績、販売実績については従来どお

り、紳士服・洋品、婦人子供服・洋品、服飾品他の３区分で示しております。

 

(1）生産実績

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。

区分 生産高（百万円） 前年同期比（％）

紳士服・洋品 17,581 96.0

婦人子供服・洋品 23,855 87.7

服飾品他 7,640 95.2

合計 49,077 91.7

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

 該当事項はありません。

(3）販売実績

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。

区分 販売高（百万円） 前年同期比（％）

紳士服・洋品 34,608 89.4

婦人子供服・洋品 49,581 87.1

服飾品他 13,225 86.1

合計 97,415 87.8

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

 当社グループは、平成26年度を起点とする「中期５ヵ年経営計画」のなかで、下記の経営方針を掲げており、その

実現を当面の経営課題としております。

 「抜本的な事業構造改革による『新生ＳＡＮＹＯ』の実現」

   複数の事業を柱とする安定的な経営基盤を確立します。

① オリジナルブランド事業の開発と強化

 創業以来の強みである「ものづくり」力を最大限活用して、次世代型オリジナルブランドの開発と既存オリジナ

ルブランド事業の強化により規模拡大を図ります。

② 主力事業への経営資源の集中による売上拡大

 主力事業を軸として積極的な投資を行うことで売上の拡大と収益力の強化を図り、利益基盤を確立します。

③ Ｍ＆Ａによる事業領域の拡大

 スピード感を持って新たな販路、新たな顧客の獲得を図ります。

 その実現のために、基幹３事業の強化・拡大（マッキントッシュ事業、ポール・スチュアート事業、エポカ事

業）、オリジナルブランド事業の開発と強化・拡大、ブラックレーベル・ブルーレーベル事業の継続と推進、販売チ

ャネルの多角化、ブランディングの強化と事業運営の効率化の推進からなる五つの「事業戦略」を重点戦略としてお

ります。

 今後の見通しにつきましては、わが国経済は、新興国経済の減速などの懸念材料はあるものの、景気の好循環は継

続し、緩やかな回復基調が続くものと思われます。 

 しかし、アパレル・ファッション業界におきましては、消費者の節約志向のなか、引き続き厳しい経営環境が続く

ことが予想されます。 

 このような情勢のなかで、当社グループは、前記の新ブランドを中心とした基幹事業の強化を最重点課題としてま

いります。的確な商品企画、販売体制の再構築、情報システムの刷新、物流の合理化、加えて、保有資産の見直し、

財務体質の改善強化など経営全般にわたる一層の効率化を推し進めるとともに、ブランドの開発・育成およびＥコマ

ースを含めた新販路への展開にも積極的に取り組み、業績向上に努めてまいります。

 

 会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）

 （注）経営ビジョンにつきましては、平成26年２月14日付けの当社買収防衛策に関するプレスリリースにおいては平

成24年度を起点とする「中期経営戦略」に沿った内容を記載しておりますが、以下の(1) ①では、平成26年５月

19日に公表した平成26年度を起点とする「中期５ヵ年経営計画」に沿った記載をしております。

    また、取締役会の体制につきましては、同プレスリリースにおいては、平成26年２月14日時点の体制（取締役

８名、内社外取締役３名）を記載しておりましたが、前連結会計年度の有価証券報告書では、平成27年３月27日

開催の当社第72期定時株主総会において承認された取締役会の体制に沿って、取締役７名、内社外取締役２名の

体制と記載いたしました。なお、以下の(2)では、平成28年３月30日開催の当社第73期定時株主総会において承

認された取締役会の体制に沿って、取締役８名、内社外取締役３名の体制に戻して記載しております。

(1) 会社の支配に関する基本方針の内容について

① 当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョン

 当社は、当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョンについて、以下のとおりに考えてお

ります。

（企業理念）

 「真・善・美」を社是とし、ファッションを通じ、美しく豊かな生活文化を創造し、社会の発展に貢献すること

を経営理念としています。

（ＣＳＲ基本方針）

 ファッション製品を製造販売する事業活動を通じ、三陽商会の社会的存在意義を常に考えつつ、社会に有用な製

品・サービスを提供することで、企業価値の持続的向上を追求することが、当社の社会に対する責任の基本である

と考えます。

 事業活動の遂行においては、株主、顧客、社員、仕入先、得意先、地域社会、その他の当社に関連する全ての

方々の満足と信頼を獲得することを念頭に、誠実で健全な、社会的に正しい行動をとることを基本に考えます。

（企業行動基準） 

・お客様とともに    お客様の安心と満足を追求し、良質な商品とサービスの提供に努めます。 

・お取引先とともに   互いの企業価値拡大に向けて、誠意を持って良き協業に努めます。 

・従業員とともに    従業員一人一人の人間性を尊重し、自主性・創造性を発揮できる企業を目指します。 

・株主の皆様とともに  企業価値の拡大に努め、その成果を分配し、透明で健全な経営を実践します。 

・社会とともに     良き企業市民として法令を遵守し、環境問題に配慮を怠らず、モラルをもって社会貢献

活動に努めます。 
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（経営ビジョン－当社が目指す企業像） 

「ＴＩＭＥＬＥＳＳ ＷＯＲＫ. ほんとうにいいものをつくろう。」 

 当社は、2013年に設立70周年を迎えたことを機に、タグライン「ＴＩＭＥＬＥＳＳ ＷＯＲＫ. ほんとうにい

いものをつくろう。」を策定いたしました。当社の社是である「真・善・美」と、当社が目指す「いつの時代でも

変わらぬ価値のあるものづくり」を表現した言葉であり、今後の当社が進むべき指針を表現しています。当社はこ

れからも生活者から共感・共鳴され、愛される企業を目指し、経営理念である「ファッションを通じ、美しく豊か

な生活文化を創造し、社会の発展に貢献する企業」として更なる進化を目指します。 

 そしてこの考え方に立脚して以下の経営方針を「中期５ヵ年経営計画」に盛り込んでおります。 

（経営方針） 

「抜本的な事業構造改革による『新生ＳＡＮＹＯ』の実現」 

  複数の事業を柱とした安定的な経営基盤を確立します。 

１．オリジナルブランド事業の開発と強化 

 創業以来の強みである「ものづくり」力を最大限活用して、次世代型オリジナルブランドの開発と既存オリジ

ナルブランド事業の強化により規模拡大を図ります。 

２．主力事業への経営資源の集中による売上拡大 

 主力事業を軸として積極的な投資を行うことで売上の拡大と収益力の強化を図り、利益基盤を確立します。 

３．Ｍ＆Ａによる事業領域の拡大 

 スピード感を持って新たな販路、新たな顧客の獲得を図ります。 

 当社はこのような企業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョンこそが当社の企業価値及び株主

共同の利益の源泉に他ならないと考えております。 

② 基本方針の内容

 当社は、昭和46年７月より、株式を東京証券取引所へ上場、市場に公開しております。上場会社である以上、当

社取締役会が、当社株主の皆様及び投資家の皆様による当社株式の売買を妨げることはありません。当社取締役会

といたしましては、上記①「当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョン」で述べた当社の

企業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョンを背景に、中長期的視点から当社の企業価値及び株主

共同の利益の向上を目指し、これによって当社株主の皆様に長期的かつ継続的に当社の経営方針に賛同し、当社へ

の投資を継続していただくために邁進いたしますが、大規模買付者が出現した場合、当該大規模買付者が当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として適切であるか否かの判断につきましては、最終的には当社株主の皆様

の意思に委ねられるべきであると考えております。

 しかしながら、株式の大規模買付行為又はこれに類する行為の中には、その目的・態様等から見て企業価値及び

株主共同の利益を毀損するもの、大規模買付行為又はこれに類する行為に応じることを対象会社の株主に強要して

不利益を与えるおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主に対し大規模買付行為又はこれに類する行為の内容

や大規模買付者についての十分な情報を提供せず、取締役会や株主による買付条件等の検討や対象会社の取締役会

の代替案の提案に要する十分な時間を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を

妨げ、個々の株主の皆様の判断に委ねるべき前提を欠くものも少なくありません。

 当社は、このように当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げるような大規模買付行為を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えており、このような大規模買付行為

に対しては、当社株主の皆様の事前の承認や、当社株主の皆様の意思決定に基づき、当社取締役会が、法令及び定

款によって許容される限度において当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じる

べきであると考え、これを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたしま

す。

(2) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みについて

 当社では、上記(1) ①「当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョン」で述べた、当社の企

業理念、ＣＳＲ基本方針、企業行動基準及び経営ビジョンの下、当社の企業価値及び株主共同の利益の向上に努めて

おります。「中期５ヵ年経営計画」においては、オリジナルブランド事業の開発と強化、主力事業への経営資源の集
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中による売上拡大、Ｍ＆Ａによる事業領域の拡大を三つの経営方針としており、この「中期５ヵ年経営計画」を着実

に実行していくことが当社の企業価値を向上させ、ひいては株主共同の利益の最大化に資すると考えております。

 また、当社は、コーポレート・ガバナンス体制の充実に向けた取組みを経営上の最重要課題の一つと認識しており

ます。かかる観点から、取締役会については、取締役８名、内社外取締役３名の体制により、取締役会における迅速

な意思決定と業務監督機能の一層の充実・強化を図っております。また、監査役につきましても常勤監査役２名、社

外監査役３名の体制により、経営監督機能の強化を担っております。 

 内部統制体制の整備・強化につきましては、内部統制委員会及び内部統制推進室を設置し、また監査役、内部監査

室とも連携し、会社法及び金融商品取引法への対応にとどまらず、業務改革の視点からも整備を強力に進めておりま

す。 

(3) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みについて

 当社は、平成26年２月14日開催の取締役会において、上記(1) 「会社の支配に関する基本方針の内容について」で

述べたような会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組みの一つとして、平成20年３月28日開催の当社定時株主総会の決議に基づき導入し、

平成23年３月30日開催の当社定時株主総会決議に基づき一部改定した上で継続しておりました、当社株式の大規模買

付行為に関する対応方針の内容を、平成26年３月開催の当社定時株主総会の承認を得ることを条件に継続することを

全取締役の賛成により決定しました（以下、「本対応方針」といいます。）。本対応方針は平成26年３月27日開催の

当社定時株主総会において承認の決議を得ております。

 その具体的内容は以下のとおりです。

 大規模買付行為に関する基本的考え方

 もとより、当社取締役会は、あらゆる大規模買付行為に対して否定的な見解を有するものではありません。しか

し、株式の大規模買付行為の中には、必ずしも対象会社の企業価値、ひいては、株主共同の利益を確保し、向上さ

せることにはならないと思われるものも少なくありません。そのような大規模買付行為に対しては、当社として、

当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上が妨げられるような事態が生ずることのないように、上記(1) 

「会社の支配に関する基本方針の内容について」で述べたような基本方針に基づき、予め何らかの対応方法を用意

する必要があると考えます。もっとも、当社の企業価値を毀損し、会社の利益ひいては株主共同の利益を害する大

規模買付行為以外の大規模買付行為については、それを受け入れるべきか否かの最終的な判断は、当社取締役会で

はなく当社株主の皆様に委ねられるべきものと考えております。

 上記のように、大規模買付行為に対する最終的な判断が当社株主の皆様に委ねられるべき場合において、これに

対して当社株主の皆様が適切な判断を行うためには、当社株主の皆様に十分な情報提供がなされ、かつ、熟慮に必

要となる十分な時間が与えられる必要があります。このような観点から、本対応方針は、大規模買付者に対して、

以下に述べるような情報提供を行うこと、及び、当社株主の皆様のための熟慮に必要な時間が経過するまでは大規

模買付行為を開始しないことを求めることを基本としております。

 なお、上記(2) 「会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みについて」で述べた当社の企業価値及び株

主共同の利益の確保・向上のための取組みに鑑みれば、大規模買付者からのみならず、当社取締役会からも適切な

情報提供がなされることが、当社株主の皆様が大規模買付行為の買付対価をはじめとした諸条件の妥当性等を判断

する上で、役立つものと考えられます。このような観点から、当社取締役会としては、当社株主の皆様がより適切

な判断を下せるよう、大規模買付者に対して大規模買付行為に関する情報提供を求め、かかる情報提供がなされた

後、当社取締役会においてこれを評価・検討し、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表いたします。そし

て、当社取締役会が必要と判断した場合には、当社取締役会は大規模買付者との交渉や当社株主の皆様への代替案

の提示を行うこととします。
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 当社取締役会は、大規模買付行為が、上記の基本的な考え方を具体化した一定の合理的なルールに従って進めら

れることが、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資すると考え、当社株式の大規模買付行為に関す

るルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を

求めます。そして、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、当該ルールの違反

のみをもって、一定の対抗措置を講じることができることといたします。上記の基本的な考え方に照らし、大規模

買付者が大規模買付ルールを遵守しないこと自体が、当社株主の皆様が適切な判断をするために必要な情報と時間

の確保に対する脅威であり、当社株主共同の利益を損なうものと考えられるからです。また、当該ルールを予め設

定し透明性を図ることは、当該ルールを設定していない場合に比して、大規模買付者の予見可能性を確保し、当社

の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うような大規模買付行為に対してまで萎縮的効果を及ぼしこれを

制限してしまう事態を、未然に防止できることにもなると考えております。

 なお、大規模買付ルールの詳細については、当社ホームページ(http://www.sanyo-shokai.co.jp/)に掲載してい

る平成26年２月14日付「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続について」をご覧下さ

い。

(4) 本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の役

員の地位の維持を目的とするものでないことについて

 本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開

示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を以下のとおり充足するとともに、買収防衛策の在り方その他

の買収防衛策に関する実務・議論を踏まえた内容であり、高度な合理性を有していると同時に、上記(1) 「会社の支

配に関する基本方針の内容について」で述べた基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものでは

なく、当社の役員の地位の維持を目的とするものでもありません。

 また、本対応方針は、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変

化を踏まえた買収防衛策の在り方」の趣旨も踏まえた内容となっております。

① 当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

 本対応方針は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が判

断するために必要な情報や時間、あるいは当該大規模買付行為に対する当社取締役会の意見や当社取締役会による

代替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益の確

保・向上の目的をもって導入されるものです。

② 株主の合理的意思に依拠したものであること

 当社は、平成26年３月27日開催の当社定時株主総会において、本対応方針を議案としてお諮りし、承認の決議を

得ております。そのため、本対応方針の内容は、当社株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなっております。

 さらに、取締役会の選択により株主意思の確認手続として株主総会が開催される場合には、対抗措置の発動は、

当社株主の皆様の直接の意思に依拠することになりますし、また、取締役会が独立委員会への諮問を選択した場合

も、株主総会から授権された独立委員会が対抗措置発動の要否を取締役会に勧告するものです。

③ 独立性の高い社外者の判断の重視

 当社は、本対応方針の運用に関し、対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、当社

株主の皆様のために客観的かつ合理的な判断に基づき、当社取締役会に対し勧告を行う諮問機関として、株主総会

から授権された独立委員会を設置します。

 また、独立委員会の委員は３名以上６名以内とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行

う経営陣から独立し、当社及び当社の業務執行を行う経営陣との間に特別の利害関係を有していない社外取締役、
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社外監査役、弁護士、公認会計士、税理士、学識経験者、投資銀行業務又は当社の業務領域に精通している者、社

外の経営者の中から、取締役会の決議により選任されます。

④ 合理的な客観的発動要件の設定 

 本対応方針は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定さ

れており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを十分に確保しているものといえます。

⑤ 取締役の恣意的判断防止のための措置

 本対応方針においては、取締役会は株主総会の意思を直接確認し、又は、株主総会から授権された独立委員会の

勧告を最大限尊重するように設定されております。このように、大規模買付ルールが遵守された場合の対抗策の発

動について、対抗措置の発動は当社株主の皆様の意思又は独立委員会の勧告に基づきなされるものであり、当社取

締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

⑥ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

 本対応方針は、当社の株主総会又は株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止する

ことができるものとされておりますので、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替

させてもなお、対抗措置の発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

 また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交替を一度に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。
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４【事業等のリスク】

 当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。

 また、記載内容のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成28年３月30日）現在において当社グルー

プが判断したものであります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及

び発生した場合の対応に最大限の努力をする所存であります。

(1）ファッション商品の特性について

 当社グループの主力商品の大部分はファッション衣料および服飾品であります。ファッション商品の販売はその

特性上、流行に左右されやすい傾向があります。当社グループは消費者ニーズの変化に対応すべく、商品企画の更

なる刷新と市場情報収集力の強化に努めております。今後とも商品力の強化により売上拡大を図っていく方針であ

りますが、流行の急激な変化によっては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(2）知的財産権の使用について

 当社グループは現在数社の海外提携先等と契約し、提携先所有の知的財産権を使用したブランド（ライセンスブ

ランド）の衣料および服飾品を販売しております。現在、これらのライセンスブランドの総売上高は当社グループ

の売上高の過半を占めております。当社グループといたしましては、これらの海外提携先等とは密接で良好な関係

を構築し維持しており、今後とも売上拡大を図って参ります。しかしながら、契約更改時における契約更改条件等

によっては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(3）気象状況や経済状況等について

 ファッション衣料および服飾品は、気象状況あるいは経済状況の変化の影響を受けやすく変動しやすいため、

種々の変化に対応できるよう、クイックレスポンス体制（短サイクル生産体制および期中追加企画、生産体制）等

による対応を図っております。しかしながら、冷夏暖冬などの天候不順や予測不能な気象状況あるいは経済環境の

変化等により、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

(4）品質管理について

 当社グループは厳しい品質管理基準に従って各種製品を提供しておりますが、予測しえない品質トラブルや製造

物責任に係わる事故が発生した場合は、企業及びブランドイメージが損なわれ、当社グループの経営成績に影響を

およぼす可能性があります。

(5）情報管理について

 当社グループは直営店および百貨店等の店頭での顧客管理上、多くの個人情報を保有しております。これらの情

報の管理・取扱いについては当社ＣＳＲ推進委員会で社内ルールを決定し、管理体制を整え万全を期しておりま

す。しかしながら、情報流出や漏洩が発生した場合は、当社グループの社会的信用を低下させ、当社グループの経

営成績に影響をおよぼす可能性があります。

 以上の他にその他の一般的なリスクとして、取引先の破綻による貸倒れ、災害、事故、法的規制および訴訟等、

様々なリスクが考えられます。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 当社グループは海外提携先等と契約し、提携先所有の知的所有権を使用したブランド（ライセンスブランド）

の衣料および服飾品を販売しており、その契約の主なものは下記のとおりです。

契約会社名 契約締結先 ブランド名 契約内容 契約期間 

㈱三陽商会 三井物産㈱ 
ポール・スチュアート 

ポール・スチュアート スポーツ 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成22年４月１日から 

平成32年３月31日まで 

㈱三陽商会 Allegri S.r.l. アレグリ 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成27年１月１日から 

平成31年12月31日まで 

㈱三陽商会 
八木通商㈱ 

㈱マッキントッシュジャパン 

マッキントッシュ フィロソフィー １ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成24年７月１日から 

平成30年６月30日まで 

マッキントッシュ ロンドン 
平成26年２月５日から 

平成31年12月31日まで 

㈱三陽商会 バーバリー・ジャパン㈱ 

ザ・スコッチハウス 
１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成23年１月１日から 

平成30年12月31日まで 

ブルーレーベル・クレストブリッジ 

ブラックレーベル・クレストブリッジ 

平成27年７月１日から 

平成30年６月30日まで 

㈱三陽商会 
Pringle of Scotland Limited 

丸紅ファッションリンク㈱ 
プリングル 1815 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成28年１月１日から 

平成31年12月31日まで 

 （注） 

（注） 平成27年12月31日までの契約終了後に平成28年１月１日から４年間の更新契約を締結しております。

 

 

６【研究開発活動】

 特記事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

(2）当連結会計年度の財政状態の分析

① 資産

 資産に関しましては、投資有価証券が28億９千６百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が49億６千万

円、現金及び預金が８億５千７百万円、それぞれ減少したこと等により、前連結会計年度末に比し34億６千５百

万円減少し、996億９千７百万円となりました。

② 負債

 負債に関しましては、借入金が26億５千万円、未払法人税等が22億４千８百万円、支払手形及び買掛金が14億

４千５百万円、それぞれ減少したこと等により、前連結会計年度末に比し69億２千９百万円減少し、345億４千

９百万円となりました。

③ 純資産

 純資産に関しましては、利益剰余金が９億８千１百万円、その他有価証券評価差額金が23億８千１百万円、そ

れぞれ増加したこと等により、前連結会計年度末に比し34億６千３百万円増加し、651億４千７百万円となりま

した。

 この結果、自己資本比率が65.3％となりました。

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

① 概要

 当連結会計年度における業績に関する概要につきましては、１ 業績等の概要 (1）「業績」に記載のとおり

であります。

② 売上高

 売上高は、基幹ブランドの変更に伴い、前連結会計年度に比べ135億８千万円減少の974億１千５百万円となり

ました。

③ 売上総利益

 売上総利益につきましては、利益率が前連結会計年度に比し1.0ポイント改善されましたが、売上高の減収に

より、前連結会計年度に比べ56億１千６百万円減少の480億７百万円となりました。

④ 営業利益

 営業利益は、販売費及び一般管理費を前連結会計年度に比し19億７千９百万円削減しましたが、売上総利益が

上記のとおり56億１千６百万円減少したことにより、前連結会計年度に比べ36億３千６百万円減少の65億７千７

百万円となりました。

⑤ 経常利益

 経常利益は、持分法による投資利益61百万円を計上したこと及び借入関連費用の計上がなかったこと等によ

り、営業外収支は改善しましたが、上記営業利益の減少により、前連結会計年度に比べ33億１千１百万円減少の

70億３千６百万円となりました。

⑥ 税金等調整前当期純利益

 税金等調整前当期純利益は、上記経常利益の減少に加え、ブランド変更費用28億８千６百万円を計上したこと

等により、前連結会計年度に比べ61億６千８百万円減少の37億８千４百万円となりました。

⑦ 当期純利益

 当期純利益は、上記税金等調整前当期純利益に対し、税金費用を11億８千９百万円（法人税、住民税及び事業

税11億８千４百万円、法人税等調整額４百万円）計上したことにより、前連結会計年度に比べ37億２千３百万円

減少の25億９千５百万円となりました。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

 ４ 事業等のリスクに記載のとおりであります。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当連結会計年度における資本の財源及び資本の流動性につきましては、１ 業績等の概要 (2）「キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。

(6）経営者の問題意識と今後の方針について

 ３ 対処すべき課題に記載のとおり、経営全般にわたる一層の効率化を追求し、業績の向上を図るべく全社一丸

となって専心努力いたします。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 設備投資につきましては、営業体制の強化及び販売網の拡充を図るため必要な設備投資を実施しております。当連

結会計年度における設備投資は、出店および増改築による店舗設備等、総額11億３百万円となりました。

 なお、当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントでありますので、セグメント

情報の記載はしておりません。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

平成27年12月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
土地

（面積㎡）
その他 合計

本社

(東京都新宿区)     (注)２
事務所 664

2,014

(2,180)
691 3,370 683

九段ビル

(東京都千代田区)    (注)３
事務所 67

－

(－)
17 85 331

青山ビル

(東京都港区)
事務所 375

2,610

(1,506)
214 3,200 60

大阪支店

(大阪市中央区)     (注)３
事務所 6

－

(－)
3 9 90

名古屋支店

(名古屋市中区)     (注)３
事務所 7

－

(－)
1 8 50

福岡支店

(福岡市博多区)     (注)３
事務所 4

－

(－)
6 10 47

札幌支店

(札幌市中央区)     (注)３
事務所 3

－

(－)
4 7 23

三陽銀座タワー

(東京都中央区)     (注)４
直営店舗 1,442

2,729

(371)
106 4,278 11

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は「機械及び装置」、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であります。

２ 連結子会社であるサンヨーゼネラルサービス㈱より建物の一部及び土地の一部を賃借しております。

３ 建物の全部を連結会社以外より賃借しております。

４ バーバリー銀座店は、平成27年９月に三陽銀座タワー（SANYO GINZA TOWER）に名称変更しております。

５ 従業員数には臨時従業員を含めておりません。

 

(2）国内子会社

平成27年12月31日現在
 

会社名
事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
土地

（面積㎡）
その他 合計

サンヨーゼネラル

サービス㈱

三陽商会本社別館他

(東京都新宿区)

賃貸用

不動産
240

2,023

(2,342)
1 2,265 1

 （注） 土地及び建物の全部を提出会社及び連結会社以外に賃貸しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

 該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

 該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年３月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 126,229,345 126,229,345
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数 1,000株

計 126,229,345 126,229,345 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年２月20日 △10,000,000 126,229,345 ― 15,002 ― 3,800

 （注） 自己株式の消却による減少であります。

 

（６）【所有者別状況】

平成27年12月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満

株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
― 37 26 130 158 25 14,285 14,661 ―

所有株式数

(単元)
― 30,868 1,292 28,333 32,699 45 32,303 125,540 689,345

所有株式数

の割合(％)
― 24.59 1.03 22.57 26.05 0.03 25.73 100.00 ―

 （注）１ 自己株式527,255株は、「個人その他」に527単元、「単元未満株式の状況」に255株含まれております。

２ 「その他の法人」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

    平成27年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

OASIS INVESTMENTS II MASTER FUND 

LTD.（常任代理人 シティバンク銀行株

式会社） 

UGLAND HOUSE, GRAND CAYMAN KY-1-

1104, CAYMAN ISLANDS 
8,523 6.75 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・三井

物産株式会社退職給付信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 7,578 6.00 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 4,469 3.54 

株式会社三越伊勢丹 東京都新宿区新宿３－14－１ 4,163 3.30 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 3,606 2.86 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 3,000 2.38 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 2,704 2.14 

八木通商株式会社 大阪市中央区北浜３－１－９ 2,553 2.02 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 2,280 1.81 

三井物産株式会社 東京都千代田区丸の内１－１－３ 2,204 1.75 

計 ― 41,082 32.55 

 （注）１ 平成27年８月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井物産株式会

社が平成27年８月６日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度

末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には反映しておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三井物産株式会社 東京都千代田区丸の内１－１－３ 9,782 7.75

 

    ２ 平成27年９月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、オアシス マネジメント カン

パニー リミテッドが平成27年９月８日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社

として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には反映してお

りません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

オアシス マネジメント カンパニ

ー リミテッド 

ケイマン諸島、KY1-1104、グラン

ド・ケイマン、ウグランド・ハウ

ス、私書箱309、メイプルズ・コ

ーポレート・サービシズ・リミテ

ッド 

8,323 6.59
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    ３ 平成27年11月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀

行株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が平成27年11月13日現在で以下の

株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確

認ができないため、上記大株主の状況には反映しておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 5,477 4.34

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９－７－１ 409 0.32

 

    ４ 平成27年12月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、クレディ・スイス・セキュリテ

ィーズ（ヨーロッパ）リミテッドが平成27年12月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されている

ものの、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況に

は反映しておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

クレディ・スイス・セキュリティー

ズ（ヨーロッパ）リミテッド 

英国 ロンドンE14 4QJ、ワン・

カボット・スクウェア
6,582 5.21

クレディ・スイス・セキュリティー

ズ（ユーエスエー）エルエルシー 

米国 ニューヨーク州 ニューヨ

ーク マジソン・アベニュー１１
106 0.08

クレディ・スイス証券株式会社 
東京都港区六本木１－６－１泉ガ

ーデンタワー
― ―

クレディ・スイス（ホンコン）リミ

テッド 

香港、セントラル、チャター・ロ

ード18、アレクサンドラ・ハウ

ス、６階

2 0.00
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
 
普通株式 527,000

 
― ―

完全議決権株式（その他）
 
普通株式 125,013,000

 
125,013 ―

単元未満株式
 
普通株式 689,345

 
― ―

発行済株式総数 126,229,345 ― ―

総株主の議決権 ― 125,013 ―

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりま

す。

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式255株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱三陽商会 東京都新宿区本塩町14 527,000 ― 527,000 0.42

計 ― 527,000 ― 527,000 0.42

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 14,105 4,548

当期間における取得自己株式 ― ―

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成28年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請

求による株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他        

（単元未満株式の買増請求による売却） ― ― ― ―

保有自己株式数 527,255 ― 527,255 ―

 （注）１ 当期間における「その他」には、平成28年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請

求による株式数は含めておりません。

２ 当期間における保有自己株式数には、平成28年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取請求及び買増請求による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

 当社は、創業以来一貫して、アパレルの原点である品質を重視した商品づくりと消費者満足を基本に、業績向上を

目指すとともに、株主の皆様に対し、継続的な安定配当に努めてまいりました。

 この方針のもと、平成元年以来18期連続して１株当たり年12円の配当を実施しており、平成19年から平成21年に関

しましては１株当たり年15円を、平成22年には１株当たり年12円の配当を、また平成23年から前期（平成26年12月

期）に関しましては１株当たり年８円の配当を実施しております。

 当期の配当金につきましては、１株当たり年８円の配当とすることに株主総会決議により決定しました。

 内部留保資金の使途につきましては、財務体質の強化及び新規ブランドの開発や情報システムの整備など企業価値

の拡大のため積極的に投入していくこととしております。

 なお、当社の定款は、取締役会決議により中間配当を行うことができる旨を定めておりますが、現状当社は、基本

的に期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

 また、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。

 （注） 当事業年度にした剰余金の配当

株主総会決議日    平成27年３月27日

配当金の総額     1,005,729,560円

１株当たりの配当額  ８円

当事業年度を基準日とする剰余金の配当

株主総会決議日    平成28年３月30日

配当金の総額     1,005,616,720円

１株当たりの配当額  ８円

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月

最高（円） 328 279 322 320 457

最低（円） 167 172 231 210 273

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 379 457 407 382 349 322

最低（円） 311 341 351 344 300 273

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 13名 女性 －名 （役員のうち女性の比率 －％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 

兼社長執行 

役員 

― 杉浦 昌彦 昭和29年１月６日生 

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 36 

平成10年７月 当社紳士服事業部ポールスチュアー

ト部部長兼スポーツブランド部部長 

平成12年９月 当社執行役員紳士服営業統括部長 

平成14年１月 当社執行役員事業本部副本部長 

（紳士服管掌） 

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

副本部長（紳士服管掌） 

平成16年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

第一事業部長 

平成17年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

バーバリー事業部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼常務執行役員事業

本部バーバリー事業部長 

平成18年１月 当社専務取締役兼専務執行役員事業

本部長 

平成19年３月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

兼事業本部長 

平成26年７月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

（現任） 

代表取締役 

兼専務執行 

役員 

経理財務 

本部長 
松浦 薫 昭和29年２月10日生 

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 2 

平成13年７月 当社婦人服営業部営業業務室室長 

平成15年７月 当社婦人服営業部営業推進室室長兼

セールススタッフ運営室室長 

平成17年２月 当社経営統轄本部経営企画室長兼コ

ンプライアンス室長 

平成20年１月 当社執行役員経理財務本部長補佐 

平成21年１月 当社常務執行役員経理財務本部長補

佐 

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員経理財務

本部長 

平成26年４月 当社取締役兼専務執行役員経理財務

本部長 

平成27年３月 当社代表取締役兼専務執行役員経理

財務本部長（現任） 

取締役 

兼専務執行 

役員 

事業本部長 

企画生産管

掌 

佐久間 睦 昭和28年９月25日生 

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 14 

平成13年７月 当社婦人服第五営業部部長 

平成14年７月 当社名古屋支店婦人服営業部部長 

平成16年２月 当社事業本部第三事業部ポールスチ

ュアートDIV長兼スコッチハウスDIV

長 

平成17年２月 当社事業本部バーバリー事業部長補

佐 

平成18年１月 当社執行役員事業本部バーバリー事

業部長 

平成19年３月 当社常務執行役員事業本部バーバリ

ー事業部長 

平成21年３月 

 

当社取締役兼常務執行役員人事総務

本部長 

平成25年７月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

企画生産統括事業部長 

平成26年４月 当社取締役兼専務執行役員事業本部

企画生産統括事業部長 

平成26年７月 当社取締役兼専務執行役員事業本部

長企画生産管掌（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（千株） 

取締役 

兼専務執行

役員 

事業本部 

副本部長 

販売管掌 

兼特命担当 

（大阪支店

新事業推

進） 

齊藤 晋 昭和32年６月17日生 

昭和57年４月 当社入社 

(注)３ 8 

平成15年７月 当社大阪支店紳士服営業部部長 

平成18年１月 当社事業本部バーバリー事業部長補

佐 

平成21年１月 当社執行役員事業本部バーバリー事

業部長 

平成25年１月 当社常務執行役員事業本部販売統括

事業部長 

平成26年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

販売統括事業部長 

平成26年７月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

副本部長販売管掌 

平成27年１月 当社取締役兼専務執行役員事業本部

副本部長販売管掌兼特命担当（大阪

支店新事業推進）（現任） 

取締役 

兼常務執行

役員 

経営統轄本

部長 
岩田 功 昭和34年３月14日生 

昭和57年４月 当社入社 

(注)３ 5 

平成15年７月 当社事業統轄本部経営企画室担当部

長 

平成17年１月 当社経営統轄本部経営企画室長兼コ

ンプライアンス室長 

平成17年２月 当社事業本部業務統括室長 

平成20年１月 当社経営統轄本部経営企画室長兼コ

ンプライアンス室長兼ウェブビジネ

ス推進室長 

平成21年１月 当社執行役員経営統轄本部経営企画

室長兼コンプライアンス室長兼ウェ

ブビジネス推進室長 

平成25年３月 当社取締役兼執行役員経営統轄本部

経営企画室長兼コンプライアンス室

長 

平成26年４月 当社取締役兼常務執行役員経営統轄

本部長兼人事総務本部長 

平成26年７月 当社取締役兼常務執行役員経営統轄

本部長（現任） 

取締役 ― 住田 邦生 昭和29年11月28日生 

昭和52年４月 司法研修所入所 

(注)３ ― 

昭和54年４月 東京地方検察庁検事 

平成11年４月 弁護士登録、第一東京弁護士会入会 

平成12年４月 西村総合法律事務所（現西村あさひ

法律事務所）入所 

平成19年３月 当社取締役（現任） 

平成23年７月 西村あさひ法律事務所退所 

平成23年８月 エビス法律事務所開設（現任） 

取締役 ― 松田 清人 昭和27年９月６日生 

昭和50年４月 ㈱日本興業銀行（現㈱みずほ銀行）

入行 

(注)３ ― 

平成14年４月 ㈱みずほコーポレート銀行（現㈱み

ずほ銀行）執行役員 

平成16年４月 同行常務執行役員 

平成19年４月 みずほ証券㈱取締役副社長 

平成20年４月 ユニゾン・キャピタル㈱ パートナ

ー（現任） 

平成22年３月 当社取締役（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（千株） 

取締役 ― 矢野 雅英 昭和23年10月24日生 

昭和46年４月 三菱商事㈱入社 

(注)４ ― 

平成16年４月 同社執行役員繊維本部長 

平成18年４月 同社常務執行役員生活産業グループ

COO兼ライフスタイル本部長 

平成22年４月 同社副社長執行役員生活産業グルー

プCEO兼国内統括 

平成22年６月 同社代表取締役兼副社長執行役員 

平成23年４月 同社取締役兼副社長執行役員東アジ

ア統括兼三菱商事（中国）有限公司

社長兼北京事務所長 

平成25年６月 同社顧問（現任） 

平成28年３月 当社取締役（現任） 

常勤監査役 ― 新名 宏行 昭和26年10月23日生 

昭和49年４月 当社入社 

(注)６ 2 

平成９年７月 当社婦人服第四事業部バーバリー企

画部部長 

平成12年９月 当社執行役員婦人服第三、第四企画

部担当企画統括部長 

平成16年２月 当社執行役員事業本部宣伝室長兼第

三事業部長補佐 

平成17年７月 当社執行役員事業本部生産戦略事業

部長兼布帛DIV長 

平成21年１月 当社常務執行役員事業本部生産戦略

事業部長 

平成25年１月 当社人事部付顧問 

平成25年３月 当社常勤監査役（現任） 

常勤監査役 ― 中村 幹男 昭和29年８月23日生 

昭和52年４月 当社入社 

(注)５ ― 

平成15年７月 当社紳士服企画部企画業務室室長 

平成16年２月 当社第一事業部バーバリー事業統轄

室部長 

平成18年１月 当社バーバリー事業部業務室長 

平成23年７月 当社内部監査室長 

平成24年３月 当社常勤監査役（現任） 

監査役 ― 鈴木 正隆 昭和19年４月２日生 

昭和43年４月 三井物産㈱入社 

(注)６ 2 

平成11年６月 同社取締役繊維本部長 

平成17年４月 同社代表取締役副社長執行役員 

平成18年６月 グンゼ㈱社外取締役 

平成19年６月 三井物産㈱顧問 

平成21年３月 当社監査役（現任） 

監査役 ― 玉井 泉 昭和24年５月５日生 

昭和48年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行）入行 

(注)７ ― 

平成12年６月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）取締役 

平成17年１月 ㈱ＤＣキャッシュワン取締役副社長 

平成21年３月 旭硝子㈱常勤監査役 

平成27年３月 当社監査役（現任） 

監査役 ― 三浦 孝昭 昭和23年11月27日生 

昭和46年４月 ㈱トーメン入社 

(注)７ ― 

昭和59年８月 監査法人朝日会計社（現有限責任 

あずさ監査法人）入社 

平成５年７月 同法人社員就任 

平成12年７月 朝日監査法人（現有限責任 あずさ

監査法人）代表社員就任 

平成20年６月 あずさ監査法人（現有限責任 あず

さ監査法人）代表社員退任 

平成27年３月 当社監査役（現任） 

平成27年６月 盟和産業㈱社外取締役（現任） 

        計     70 

 （注）１ 取締役住田邦生、松田清人および矢野雅英は、社外取締役であります。

２ 監査役鈴木正隆、玉井泉および三浦孝昭は、社外監査役であります。

３ 平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会終結の時まで
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４ 平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会終結の時まで

５ 平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年12月期に係る定時株主総会終結の時まで

６ 平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会終結の時まで 

７ 平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年12月期に係る定時株主総会終結の時まで
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社は、業績向上を目指し、企業価値を拡大することにより、株主に対して利益を還元していくことと同時に社

会的責任を果すことを基本とし、これらを実現するため経営の効率化、迅速化また透明性の向上に努めておりま

す。

 

① 企業統治の体制

・当社は監査役設置会社であります。

・業務執行・経営の監視の仕組み

 当社の取締役会は平成28年３月30日現在、８名の取締役で構成されております。この８名のうち、経営体制

の一層の強化と監督機能の充実のため、社外取締役を３名選任しております。また、社外監査役３名を含む監

査役５名が出席しております。取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重

要事項を決定するとともに、コンプライアンスの徹底を図り、業務の執行状況を監督する機関として位置付け

られております。

 会社に大きな影響を及ぼす重要事項につきましては多面的な検討と意思決定のため、取締役（社外取締役を

除く）および取締役会が任命する者で構成される「経営会議」を設置しております。

 また、執行役員制度を導入し、経営の戦略的意思決定機能及び業務執行監督機能と業務執行機能とを分離

し、迅速な意思決定と業務執行が可能な経営を行っております。

 上記の取締役会、経営会議、及び執行役員会はそれぞれ原則毎月開催しております。

・各種委員会等の概要

 コーポレート・ガバナンス並びにコンプライアンス経営の強化をはかる目的でＣＳＲ推進委員会、法務・コ

ンプライアンス室、社内通報制度（三陽アラーム制度）等を設置し活動を行っており、また平成17年４月から

施行された「個人情報保護法」への対応と必要な社内体制整備を行っております。

 さらに内部統制体制の強化・充実を目的に内部統制委員会、内部統制推進室を設置し、体制の整備、その有

効な運用の推進に努めております。

 また、損失の危険が発生した場合は、危機管理規程に則り、危機管理委員会がその種類に応じて対応してお

ります。

・当該企業統治の体制を採用する理由

 当社は、経営の健全性、透明性、効率性を確保するため、監査役設置会社形態を基礎として、独立性のある

社外取締役・社外監査役の選任による経営監督機能の強化や、執行役員制度の導入等による意思決定や業務執

行の迅速化・効率化を図り、実効性のある企業統治体制を構築しております。

・内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

 当社では、これまでも「三陽商会 企業理念」の中のＣＳＲ基本方針、就業規則、各種の規程・ルールに基

づき、適正・適切な業務執行に努めて参りましたが、従来に増してこれらがより確実に執行される内部統制体

制の整備を目指し、経営会議直轄の「内部統制委員会」を平成18年に設置致しました。また、内部統制整備を

推進する組織として「内部統制推進室」を平成19年１月に設置致しました。この「内部統制委員会」と「内部

統制推進室」を中心に、現状の業務内容・業務フロー及び業務に深く関わるＩＴシステム等についてのリスク

を再度詳細に分析・評価した上で、業務改革・改善を実行し、体制の整備、その有効な運用の推進に努めてお

ります。

 また、社長直轄の「内部監査室」を設置し、内部統制体制の整備・運用状況の監視を行っております。

 これらにより、株式公開企業である当社にとって必要不可欠な条件である「財務報告の信頼性」を経営者の

責任において確保することが可能になると考え、株主をはじめとするステークホルダーの方々、さらには社会

に対する責任を今後とも果たして参ります。

 また、リスク管理体制の整備状況については、複数の顧問弁護士及び税理士と顧問契約を結んで法務上の問

題にあたっております。また社内にあっては、全社ＣＳＲ・コンプライアンスに関する管理運営規程体系の中

に危機管理規程を設け内在するリスクに対処しております。

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

 当社は、子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき各子会社に対する当社の所管

部門及びその責任者を定め、必要に応じて当該所管部門の責任者または所属員を役員として派遣し、子会社の

業務に関連するリスクについて、これを評価し、対応するための継続的統制を組織的に行っております。それ

によって子会社の取締役等の職務の効率的な執行状況を管理するとともに、重要事項が当社の取締役会に適切

に報告される体制を構築・維持しております。当事業年度においては、すべての子会社に当社所管部門の責任

者または所属する従業員を役員として派遣しており、各子会社から重要事項等の報告を適宜受けております。 

 また、当社の監査役が子会社の監査に関与し、あるいは必要に応じて当社常勤監査役が子会社の監査役を兼

務するなどして、当社と同等の業務の適正を確保する体制を整備しております。当事業年度において、すべて
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の子会社の監査役を当社の常勤監査役が兼任し、定例的に開催される当社監査役会において子会社の監査内容

が報告されております。 

 加えて当社では、子会社のコンプライアンス体制の充実を図るため、当社の内部監査室が子会社のリスク管

理体制を監視するとともに、適正な取引や会計処理を確保するために十分な情報交換、聴取を行っているほ

か、法令・定款違反等を未然に防止するため、子会社の使用人等から内部通報が寄せられた場合には三陽アラ

ーム制度規程に則し適切に対応しております。 

 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制の模式図は下記のとおりです。 

 

 

なお、当社は、会社法第427条第１項に基づき、各社外取締役および各社外監査役との間で、法令の定める

限度まで、社外取締役および社外監査役の責任を限定する契約を締結しております。
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② 内部監査及び監査役監査の状況

 内部監査は、平成17年度に人員の拡充とともに社長直轄の内部監査室として再編し、平成28年３月30日現在

５名で構成され、内部監査体制を整備しております。

 監査役会は監査役５名で構成され、うち社外監査役は３名であります。また、社外監査役のうち１名は公認

会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。監査役会は原則毎月開催され、

監査の方針、業務の分担等の決定をしております。

 監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業状況の報告を受け、重要な決裁書

類の閲覧等を行い、業務執行を監査する体制をとっております。

 内部監査室、監査役、会計監査人及び内部統制推進室のそれぞれの間で定期的に情報交換を行い連携強化に

努めております。

 

③ 社外取締役および社外監査役

 当社の社外取締役は３名、社外監査役は３名であります。

 取締役住田邦生氏は弁護士としての専門的見地及び豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており、コ

ーポレート・ガバナンスの観点から、社外から見た客観性や豊富な知識・経験に基づいた意見具申を期待して

おります。また同氏は当社と顧問契約を締結する法律事務所の出身者でありますが、本人は在所時に当社担当

の顧問弁護士ではなく、当社の依頼案件には関与しておりません。なお、同氏は東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。また、同氏は現在エビス法律事務所を開設しており

ますが、当社との取引関係その他利害関係はございません。

 取締役松田清人氏は企業経営者として金融全般における豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており

ます。同氏は過去において㈱みずほコーポレート銀行（当時）の業務執行者であり、当社は同社との間に現在

資金の借入関係がありますが、同社との取引は定型的であり、社外取締役の独立性に影響を及ぼすものではな

いと認識しております。また同氏は現在ユニゾン・キャピタル㈱のパートナーでございますが、同社と当社の

取引金額は僅少であり、社外取締役の独立性に影響を及ぼすものではないと認識しております。

 取締役矢野雅英氏は企業経営者としての豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しております。同氏は過

去において、三菱商事㈱の取締役を務めておりましたが、特に中国に関するビジネスには造詣が深く、その豊

富な知識と経験に基づいた意見具申等を期待しております。なお、同社とは相互に株式を所有しており、当社

の主要な仕入先でありますが、その取引は定型的であり、社外取締役の独立性に影響を及ぼすものではないと

認識しております。

 監査役鈴木正隆氏は企業経営者としての豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており、当社の関連事

業に造詣が深く、豊富な知識と経験に基づき公正な立場から業務執行の監督を期待しております。また、同氏

は過去において、三井物産㈱の取締役を務めておりました。同社とは相互に株式を所有しており、当社の主要

な仕入先でありますが、その取引は定型的であり、また、退任後一定期間を経過しており、社外監査役の独立

性に影響を及ぼすものではないと認識しております。

 監査役玉井泉氏は企業経営者として豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しております。同氏は過去に

おいて、㈱東京三菱銀行(当時)の取締役を務めておりました。同社とは相互に株式を所有しており、当社の主

要取引銀行でありますが、退任後10年以上経過しており、社外監査役の独立性に影響を及ぼすものではないと

認識しております。

 監査役三浦孝昭氏は公認会計士としての専門的見地及び豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており

ます。同氏は当社の会計監査人である監査法人の出身でありますが、当社社外監査役就任時には同法人を退職

しており、その独立性に影響はなく東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出

ております。また、同氏は盟和産業㈱の取締役でございますが、同社と当社に取引関係その他利害関係はござ

いません。

 当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、専

門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督または監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反

が生ずるおそれがないことを基本的な考え方として選任しております。

 社外取締役及び社外監査役は、経営体制の一層の強化と経営監督機能の充実のため、様々な分野に関する豊

富な経験と実績、幅広い知識と見識を有する者及び独立性を確保し得る者から選任しております。

 社外取締役は、内部監査、コンプライアンス、内部統制の経過、監査役監査及び会計監査の結果について取

締役会で報告を受けております。また、社外監査役は取締役会に出席するとともに、主に監査役会で、各四半

期決算ごとに会計監査人から、監査・レビューの結果報告を受けているほか、定期的に内部監査部門から監査

の実施状況の説明を受けることとしており、これらの情報交換を通して連携強化に努めております。

 内部統制部門との関係については、内部統制推進室より期中において内部統制の進捗が取締役会へ報告され

るとともに、内部統制に関する質疑応答・助言を取締役会において適宜行い、連携強化に努めております。

- 31 -



④ 役員報酬等 

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬 賞与

取締役（社外取締役を除く。） 220 220 ― 6

監査役（社外監査役を除く。） 40 40 ― 2

社外役員 42 42 ― 8

 

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

 該当事項はありません。

 

ニ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

 当社は役員の報酬等については、株主総会の決議により取締役及び監査役のそれぞれの報酬総額の最高額を

定めております。各役員の報酬額はその役位等にもとづき取締役会及び監査役の協議により決定しておりま

す。

 

⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 銘柄数            31銘柄

 貸借対照表計上額の合計額   22,594百万円
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ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額

 及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱三越伊勢丹ホールディングス 3,108,647 4,681 取引先との関係強化

㈱良品計画 186,000 2,767 事業上の関係強化

三井物産㈱ 1,603,000 2,599 取引先との関係強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
2,526,000 1,678 取引先との関係強化

三菱商事㈱ 700,000 1,551 取引先との関係強化

㈱松屋 953,700 1,534 取引先との関係強化

㈱丸井グループ 1,311,200 1,434 取引先との関係強化

㈱髙島屋 716,000 692 取引先との関係強化

㈱ワコールホールディングス 500,000 611 事業上の関係強化

東レ㈱ 500,000 484 取引先との関係強化

Ｊ．フロント リテイリング㈱ 335,000 471 取引先との関係強化

旭化成㈱ 336,991 372 取引先との関係強化

三井住友トラスト・ホールディングス

㈱
317,603 147 取引先との関係強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 637,860 129 取引先との関係強化

倉敷紡績㈱ 606,000 113 取引先との関係強化

蝶理㈱ 46,010 86 取引先との関係強化

㈱大和証券グループ本社 38,000 36 取引先との関係強化

東洋紡㈱ 200,000 32 取引先との関係強化

東海東京フィナンシャル・ホールディ

ングス㈱
36,759 30 事業上の関係強化

㈱東京ＴＹフィナンシャルグループ 8,064 26 事業上の関係強化

エイチ・ツー・オー リテイリング㈱ 12,160 23 取引先との関係強化

㈱さいか屋 263,338 19 取引先との関係強化

第一生命保険㈱ 8,300 15 取引先との関係強化

㈱大和 43,200 8 取引先との関係強化

豊田通商㈱ 2,460 6 取引先との関係強化

宝印刷㈱ 4,831 4 事業上の関係強化

㈱井筒屋 47,544 3 取引先との関係強化

㈱ＴＳＩホールディングス 3,034 2 事業上の関係強化

㈱丸榮 11,000 1 取引先との関係強化

㈱リコー 1,056 1 事業上の関係強化

 

みなし保有株式 

 該当事項はありません。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱三越伊勢丹ホールディングス 3,108,647 4,930 取引先との関係強化

㈱良品計画 186,000 4,583 事業上の関係強化

㈱丸井グループ 1,311,200 2,593 取引先との関係強化

三井物産㈱ 1,603,000 2,317 取引先との関係強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
2,526,000 1,912 取引先との関係強化

三菱商事㈱ 700,000 1,419 取引先との関係強化

㈱松屋 953,700 1,188 取引先との関係強化

㈱髙島屋 716,000 783 取引先との関係強化

㈱ワコールホールディングス 500,000 725 事業上の関係強化

Ｊ．フロント リテイリング㈱ 335,000 591 取引先との関係強化

東レ㈱ 500,000 565 取引先との関係強化

旭化成㈱ 336,991 277 取引先との関係強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 637,860 155 取引先との関係強化

三井住友トラスト・ホールディングス

㈱
317,603 146 取引先との関係強化

倉敷紡績㈱ 606,000 125 取引先との関係強化

エイチ・ツー・オー リテイリング㈱ 12,160 28 取引先との関係強化

㈱大和証券グループ本社 38,000 28 取引先との関係強化

㈱さいか屋 263,338 22 取引先との関係強化

第一生命保険㈱ 8,300 16 取引先との関係強化

㈱大和 43,200 8 取引先との関係強化

㈱井筒屋 47,544 2 取引先との関係強化

 

みなし保有株式

 該当事項はありません。
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ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

 該当事項はありません。

 

⑥ 会計監査の状況

・業務を執行した公認会計士の氏名等

所属監査法人…有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員…櫻井紀彰

指定有限責任社員 業務執行社員…春山直輝

指定有限責任社員 業務執行社員…川端美穂

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士：９名 その他：６名

 

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票によ

らないものとする旨を定款に定めております。

 

⑨ 取締役会にて決議することができる株主総会決議事項

イ．自己の株式の取得

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議により、市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能とするためであります。

 

ロ．中間配当

 当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議により剰余金の配当（中間配当）を行うこと

ができる旨を定款に定めております。これは株主へ機動的な利益還元を行うことを可能とするためでありま

す。

 

⑩ 取締役および監査役の責任免除

 当社は、会社法第426条第１項に基づき、取締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者を含む。）お

よび監査役（監査役であった者を含む。）の当会社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除すること

ができる旨を定款で定めております。これは、取締役および監査役が職務の遂行にあたり期待された役割を十分

に発揮できることを目的とするものであります。

 

⑪ 株主総会の特別決議要件

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 58 8 58 10

連結子会社 ― ― ― ―

計 58 8 58 10

 

②【その他重要な報酬の内容】

 
（前連結会計年度）
 該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

 該当事項はありません。
 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 

（前連結会計年度）

 商標使用料に関する合意された手続業務等を委託しております。

 

（当連結会計年度）

 商標使用料に関する合意された手続業務等を委託しております。

 

④【監査報酬の決定方針】

 監査日数や当社の規模、業務内容等を勘案し、監査法人の見積もりに基づき、監査役会の同意を得て監査報酬
を決定しております。
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第５【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年１月１日から平成27年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）の財務諸表について有限責

任 あずさ監査法人により監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するため特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、各種研修等への参加等を行っております。 
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 27,437 26,580 

受取手形及び売掛金 ※４ 13,849 ※４ 8,888 

商品及び製品 18,575 18,098 

仕掛品 8 11 

原材料及び貯蔵品 145 224 

繰延税金資産 966 803 

その他 893 1,778 

貸倒引当金 △46 △32 

流動資産合計 61,829 56,351 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 9,022 8,549 

減価償却累計額 △5,271 △4,764 

建物及び構築物（純額） 3,750 3,784 

土地 ※１ 10,211 ※１ 10,211 

リース資産 735 792 

減価償却累計額 △512 △627 

リース資産（純額） 222 165 

建設仮勘定 9 27 

その他 2,278 1,969 

減価償却累計額 △891 △804 

その他（純額） 1,387 1,164 

有形固定資産合計 15,582 15,353 

無形固定資産    

商標権 921 789 

その他 1,572 1,451 

無形固定資産合計 2,493 2,240 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※２ 19,823 ※２ 22,720 

繰延税金資産 15 10 

敷金及び保証金 2,840 2,417 

その他 624 655 

貸倒引当金 △47 △50 

投資その他の資産合計 23,258 25,751 

固定資産合計 41,333 43,345 

資産合計 103,163 99,697 

 

- 38 -



 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 15,824 14,378 

短期借入金 2,650 2,400 

リース債務 123 85 

未払消費税等 1,291 13 

未払法人税等 2,280 32 

賞与引当金 486 479 

返品調整引当金 330 260 

その他 3,495 3,809 

流動負債合計 26,482 21,457 

固定負債    

長期借入金 9,600 7,200 

リース債務 135 103 

長期未払金 ※３ 419 ※３ 350 

繰延税金負債 1,405 1,483 

再評価に係る繰延税金負債 ※１ 709 ※１ 642 

退職給付に係る負債 2,579 3,260 

その他 146 52 

固定負債合計 14,997 13,092 

負債合計 41,479 34,549 

純資産の部    

株主資本    

資本金 15,002 15,002 

資本剰余金 10,061 10,061 

利益剰余金 30,308 31,289 

自己株式 △240 △244 

株主資本合計 55,132 56,108 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,197 9,578 

繰延ヘッジ損益 △0 － 

土地再評価差額金 ※１ △403 ※１ △335 

為替換算調整勘定 67 65 

退職給付に係る調整累計額 △309 △269 

その他の包括利益累計額合計 6,551 9,038 

純資産合計 61,683 65,147 

負債純資産合計 103,163 99,697 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 110,996 97,415 

売上原価 ※１ 57,372 ※１ 49,408 

売上総利益 53,623 48,007 

販売費及び一般管理費 ※２ 43,409 ※２ 41,430 

営業利益 10,213 6,577 

営業外収益    

受取利息 16 16 

受取配当金 358 374 

受取保険金 3 2 

受取賃貸料 80 36 

持分法による投資利益 － 61 

その他 98 140 

営業外収益合計 557 632 

営業外費用    

支払利息 180 141 

賃貸費用 24 11 

持分法による投資損失 40 － 

借入関連費用 150 － 

その他 28 20 

営業外費用合計 423 172 

経常利益 10,348 7,036 

特別利益    

固定資産売却益 ※３ 52 － 

固定資産受贈益 － 37 

投資有価証券売却益 － 99 

関係会社株式売却益 － 0 

ゴルフ会員権売却益 7 － 

特別利益合計 60 137 

特別損失    

固定資産売却損 － ※４ 196 

固定資産除却損 ※５ 25 ※５ 9 

ゴルフ会員権評価損 1 － 

減損損失 ※６ 428 ※６ 296 

ブランド変更費用 － ※７ 2,886 

特別損失合計 455 3,389 

税金等調整前当期純利益 9,953 3,784 

法人税、住民税及び事業税 2,838 1,184 

法人税等調整額 796 4 

法人税等合計 3,634 1,189 

少数株主損益調整前当期純利益 6,318 2,595 

当期純利益 6,318 2,595 
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【連結包括利益計算書】
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 6,318 2,595 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,049 2,381 

繰延ヘッジ損益 △0 0 

土地再評価差額金 387 67 

為替換算調整勘定 △9 △1 

退職給付に係る調整額 － 40 

その他の包括利益合計 ※ 1,427 ※ 2,487 

包括利益 7,745 5,082 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 7,745 5,082 

少数株主に係る包括利益 － － 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 15,002 10,061 25,628 △236 50,456 

会計方針の変更による累積的影響
額           

会計方針の変更を反映した当期首残
高 15,002 10,061 25,628 △236 50,456 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,005   △1,005 

当期純利益     6,318   6,318 

自己株式の処分   △0   0 0 

自己株式の取得       △3 △3 

土地再評価差額金の取崩     △632   △632 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 － △0 4,679 △3 4,676 

当期末残高 15,002 10,061 30,308 △240 55,132 

 

               

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に
係る調整累
計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 6,147 △0 △1,423 77 － 4,801 55,257 

会計方針の変更による累積的影響
額               

会計方針の変更を反映した当期首残
高 6,147 △0 △1,423 77 － 4,801 55,257 

当期変動額               

剰余金の配当             △1,005 

当期純利益             6,318 

自己株式の処分             0 

自己株式の取得             △3 

土地再評価差額金の取崩             △632 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 

1,049 △0 1,020 △9 △309 1,750 1,750 

当期変動額合計 1,049 △0 1,020 △9 △309 1,750 6,426 

当期末残高 7,197 △0 △403 67 △309 6,551 61,683 
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当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 15,002 10,061 30,308 △240 55,132 

会計方針の変更による累積的影響
額     △608   △608 

会計方針の変更を反映した当期首残
高 

15,002 10,061 29,700 △240 54,523 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,005   △1,005 

当期純利益     2,595   2,595 

自己株式の取得       △4 △4 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 － － 1,589 △4 1,584 

当期末残高 15,002 10,061 31,289 △244 56,108 

 

               

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に
係る調整累
計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 7,197 △0 △403 67 △309 6,551 61,683 

会計方針の変更による累積的影響
額             △608 

会計方針の変更を反映した当期首残
高 7,197 △0 △403 67 △309 6,551 61,075 

当期変動額               

剰余金の配当             △1,005 

当期純利益             2,595 

自己株式の取得             △4 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 

2,381 0 67 △1 40 2,487 2,487 

当期変動額合計 2,381 0 67 △1 40 2,487 4,072 

当期末残高 9,578 － △335 65 △269 9,038 65,147 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 9,953 3,784 

減価償却費 903 1,045 

減損損失 428 296 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 △10 

返品調整引当金の増減額（△は減少） △160 △70 

賞与引当金の増減額（△は減少） 19 △7 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △89 △205 

受取利息及び受取配当金 △375 △391 

支払利息 180 141 

持分法による投資損益（△は益） 40 △61 

固定資産除却損 25 9 

固定資産受贈益 － △37 

ブランド変更費用 － 2,886 

有形固定資産売却損益（△は益） △52 196 

投資有価証券売却損益（△は益） － △99 

売上債権の増減額（△は増加） △631 4,957 

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,788 395 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 28 △852 

仕入債務の増減額（△は減少） △804 △1,883 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 624 △1,048 

その他 △76 △145 

小計 13,784 8,901 

利息及び配当金の受取額 353 391 

利息の支払額 △190 △142 

法人税等の支払額 △4,067 △3,449 

法人税等の還付額 23 0 

ブランド変更費用の支払額 － △2,464 

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,903 3,237 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △655 △931 

有形固定資産の売却による収入 332 18 

投資有価証券の売却による収入 1 186 

無形固定資産の取得による支出 △238 △75 

関係会社株式の取得による支出 － △0 

関係会社株式の売却による収入 － 56 

貸付けによる支出 △177 △6 

貸付金の回収による収入 76 19 

長期前払費用の取得による支出 △4 － 

敷金及び保証金の差入による支出 △151 △161 

敷金及び保証金の回収による収入 529 864 

その他 10 △275 

投資活動によるキャッシュ・フロー △276 △306 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 3,200 － 

長期借入金の返済による支出 △4,094 △2,650 

自己株式の売却による収入 0 － 

自己株式の取得による支出 △3 △4 

配当金の支払額 △1,005 △1,005 

リース債務の返済による支出 △125 △126 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,029 △3,787 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 △1 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,588 △857 

現金及び現金同等物の期首残高 19,849 27,437 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 27,437 ※ 26,580 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１ 連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

 子会社７社のうち、次の4社を連結子会社としております。

サンヨーアパレル㈱

サンヨーゼネラルサービス㈱

サンヨーショウカイニューヨーク,INC. 

上海三陽時装商貿有限公司

 前連結会計年度において連結子会社でありました㈱カイラニ・インターナショナルは、当連結会計年度

において清算結了したため、連結の範囲から除外しております。なお、清算結了時までの損益計算書は連

結しております。 

(2）非連結子会社の名称等 

 非連結子会社は、㈱サンヨーソーイング、㈱サンヨー・インダストリー及び㈱サンヨーエクセルの３社で

あります。

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社は次の3社であります。

㈱サンヨーソーイング

㈱サンヨー・インダストリー 

㈱サンヨーエクセル

(2）前連結会計年度において持分法適用非連結子会社でありました㈱新潟サンヨーソーイング及び㈱岩手サン

ヨーソーイングについては、当社の保有する全株式を売却したことにより、持分法適用の範囲から除外して

おります。 

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度にかかる財務諸表

を使用しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの  ……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの  ……移動平均法に基づく原価法

(ロ）デリバティブ    ……時価法

(ハ）たな卸資産

商品及び製品・仕掛品

並びに貯蔵品

……先入先出法に基づく原価法

原材料 ……最終仕入原価法に基づく原価法

 なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。

 また、海外連結子会社２社は定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物及び構築物  ６～50年

(ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっております。

 なお、当社及び国内連結子会社における耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。
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(ハ）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ）賞与引当金

 従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。

(ハ）返品調整引当金

 連結会計年度末日後に予想される売上返品による損失に対処するため、過去の返品率等を勘案した将来

の返品による損失予想額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

(イ）退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

(ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

(ハ）小規模企業等における簡便法の採用

 なお、一部の連結子会社等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

 なお、海外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

 なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利

(ハ）ヘッジ方針

 内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしておりま

す。

(ニ）ヘッジの有効性評価の方法

 金利スワップ取引においては、取引すべてについてヘッジに高い有効性が明らかに認められるため、有

効性の判定を省略しております。

 また、為替予約についても、将来の取引予定（輸出及び輸入）に基づくものであり、実行の可能性が極

めて高いため有効性の判定を省略しております。

(7）消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26

日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本

文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法

についても、割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする

方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用す

る方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連

結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。 

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が945百万円増加し、利益剰余金が608百万円減少

しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微で

あります。 

 なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微でありま

す。

 

（未適用の会計基準等）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成27年12月28日） 

 

(1）概要

 繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能

性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金

資産の計上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われてお

ります。

①(分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

②(分類２)及び(分類３)に係る分類の要件 

③(分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

④(分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する

取扱い 

⑤(分類４)に係る分類の要件を満たす企業が(分類２)又は(分類３)に該当する場合の取扱い 

(2）適用予定日 

 適用時期については、現在検討中であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響 

 影響額は当連結財務諸表作成時において評価中であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を

行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額であ

る繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産

の部に計上しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行

って算出しております。

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

投資有価証券（株式） 82百万円 125百万円

 

※３ 退職給付制度移行損失等の未払額

前連結会計年度（平成26年12月31日）

 長期未払金には確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移行損失等の未払額393百万円が含まれ

ております。

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

 長期未払金には確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移行損失等の未払額334百万円が含まれ

ております。

 

※４ 連結会計年度末日満期手形

 連結会計年度末日は金融機関の休業日ですが、連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

受取手形 2百万円 3百万円
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（連結損益計算書関係）

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 
前連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年１月１日 

  至 平成27年12月31日） 

売上原価 △451百万円 292百万円 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年１月１日 

  至 平成27年12月31日） 

給料手当 22,099百万円 21,075百万円 

広告宣伝費 5,228 4,680 

賞与引当金繰入額 333 330 

退職給付費用 463 411 

減価償却費 735 908 

不動産賃借料 3,777 3,358 

 

※３ 固定資産売却益

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

 固定資産売却益は、仙台営業所の不動産の売却に伴う建物及び土地等の売却益であります。

 

※４ 固定資産売却損 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

 固定資産売却損は、その他（工具、器具及び備品）の売却損であります。

 

※５ 固定資産除却損の主なものは次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

店舗改装及び撤退のための建物附

属設備等の除却損
14百万円

店舗改装及び撤退のための建物附

属設備等の除却損
7百万円
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※６ 減損損失 

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を認識しました。

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

場所 用途 種類 金額（百万円）

東京都他  店舗、事務所

建物及び構築物

敷金及び保証金

その他

110

308

9

 当社グループは、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルー

ピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグル

ーピングを行っております。

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗および閉鎖の意思決定をした

店舗、事務所に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(428百万円)として特別損

失に計上しました。

 なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込

額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

場所 用途 種類 金額(百万円) 

東京都他 
 店舗、事務所 

建物及び構築物 

その他 

182 

23 

 遊休資産 その他 90 

 当社グループは、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルー

ピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグル

ーピングを行っております。 

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗および閉鎖の意思決定をした

店舗、事務所に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(206百万円)として特別損

失に計上しました。

 また、一部の事業用資産につきましては、今後の活用方針の見直しを行った結果、遊休資産として分

類することといたしました。これにより、当連結会計年度において帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(90百万円)として特別損失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込

額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。 

 

※７ ブランド変更費用 

 ブランド変更費用は、バーバリーブランドのライセンス契約終了によるマッキントッシュ ロンドン等

へのブランド変更等に係る費用であり、その内訳は次のとおりであります。 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

内容 金額(百万円) 

 売場施工費 2,751 

 固定資産除却損（建物附属設備等） 115 

 その他 19 

合計 2,886 
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 1,651百万円 3,039百万円

組替調整額 △0 △99

税効果調整前 1,651 2,939

税効果額 △602 △558

その他有価証券評価差額金 1,049 2,381

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 △0 －

組替調整額 － 0

税効果調整前 △0 0

税効果額 0 △0

繰延ヘッジ損益 △0 0

土地再評価差額金：    

当期発生額 － －

組替調整額 － －

税効果調整前 － －

税効果額 387 67

土地再評価差額金 387 67

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △9 △1

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 － △50

組替調整額 － 110

税効果調整前 － 59

税効果額 － △19

退職給付に係る調整額 － 40

その他の包括利益合計 1,427 2,487
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 126,229 － － 126,229

 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 499 13 0 513

（変動事由の概要）

 増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取 13千株  

 減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による売渡 0千株  

 

３ 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年３月27日

定時株主総会
普通株式 1,005 8 平成25年12月31日 平成26年３月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,005 8 平成26年12月31日 平成27年３月30日
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当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 126,229 － － 126,229

 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 513 14 － 527

（変動事由の概要）

 増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取 14千株  

 

３ 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 1,005 8 平成26年12月31日 平成27年３月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,005 8 平成27年12月31日 平成28年３月31日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成26年１月１日
至  平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年１月１日
至  平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 27,437百万円 26,580百万円

現金及び現金同等物 27,437   26,580  
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

（ア）有形固定資産

 主としてシステムサーバー及びコンピュータ端末機であります。

（イ）無形固定資産

 ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

１年内 375 336

１年超 162 297

合計 537 633
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、資産運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借

入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

いません。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。投資有価証券は、主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、６ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建

てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金で

あり、償還日は最長で決算日後３年であります。

 デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、リスクヘッジ以外のデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理基準に関する事項 (6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社グループは与信管理規程に従い、取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 デリバティブ取引の契約先は、格付の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 当社グループは外貨建ての営業債権について原則として為替予約を利用してヘッジしております。ま

た、当社及び一部の連結子会社は借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するために、金利スワップ

取引を利用しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社グループは、各部署からの報告に基づき経理財務本部が適時に資金計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成26年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 27,437 27,437 －

(2）受取手形及び売掛金 13,849 13,849 －

(3）投資有価証券      

   その他有価証券 19,568 19,568 －

資産計 60,855 60,855 －

(1）支払手形及び買掛金 15,824 15,824 －

(2）長期借入金 (*) 12,250 12,301 51

負債計 28,074 28,126 51

デリバティブ取引 － － －

(*)長期借入金には一年以内返済予定の長期借入金2,650百万円を含めております。

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 26,580 26,580 －

(2）受取手形及び売掛金 8,888 8,888 －

(3）投資有価証券      

   その他有価証券 22,421 22,421 －

資産計 57,890 57,890 －

(1）支払手形及び買掛金 14,378 14,378 －

(2）長期借入金 (*) 9,600 9,643 43

負債計 23,978 24,021 43

デリバティブ取引 － － －

(*)長期借入金には一年以内返済予定の長期借入金2,400百万円を含めております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
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負 債 

(1）支払手形及び買掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2）長期借入金

 これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

非上場株式 255 298

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投

資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 27,437 － － －

受取手形及び売掛金 13,849 － － －

合計 41,286 － － －

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 26,580 － － －

受取手形及び売掛金 8,888 － － －

合計 35,468 － － －

 

 

- 58 -



４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内 
（百万円）

１年超 
２年以内 
（百万円）

２年超 
３年以内 
（百万円）

３年超 
４年以内 
（百万円）

４年超 
５年以内 
（百万円）

５年超 
（百万円）

長期借入金 2,650 2,400 400 6,800 － －

合計 2,650 2,400 400 6,800 － －

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

 
１年以内 
（百万円）

１年超 
２年以内 
（百万円）

２年超 
３年以内 
（百万円）

３年超 
４年以内 
（百万円）

４年超 
５年以内 
（百万円）

５年超 
（百万円）

長期借入金 2,400 400 6,800 － － －

合計 2,400 400 6,800 － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年12月31日）

区分 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

（1）株式 18,953 8,227 10,726

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 18,953 8,227 10,726

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

（1）株式 614 811 △197

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 614 811 △197

合計 19,568 9,038 10,529

 （注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 173百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

区分 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

（1）株式 21,693 8,141 13,552

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 21,693 8,141 13,552

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

（1）株式 727 811 △83

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 727 811 △83

合計 22,421 8,952 13,468

 （注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 173百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（1）株式 19 8 0

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 19 8 0

 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（1）株式 186 99 0

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 186 99 0

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 金利関連

前連結会計年度（平成26年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

金利スワップの特例処

理 

金利スワップ取引        

変動受取・固定支払 長期借入金 12,250 9,600 （注） 

合計 12,250 9,600  

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

金利スワップの特例処

理 

金利スワップ取引        

変動受取・固定支払 長期借入金 9,600 7,200 （注） 

合計 9,600 7,200  

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるために、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠

出制度を採用しております。

 なお、一部の連結子会社等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

退職給付債務の期首残高 10,880百万円 10,853百万円
会計方針の変更による累積的影響額 － 945

会計方針の変更を反映した期首残高 10,880 11,798
勤務費用 462 507
利息費用 128 46
数理計算上の差異の発生額 △236 87
退職給付の支払額 △386 △386
その他 5 5

退職給付債務の期末残高 10,853 12,058

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く） 

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

年金資産の期首残高 8,135百万円 8,603百万円 
期待運用収益 203 215 
数理計算上の差異の発生額 53 36
事業主からの拠出額 598 596
退職給付の支払額 △386 △386

年金資産の期末残高 8,603 9,065

 

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 360百万円 330百万円

退職給付費用 30 27

退職給付の支払額 △58 △88

制度への拠出額 △2 △1

退職給付に係る負債の期末残高 330 267

 

(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表 

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

積立型制度の退職給付債務 10,919百万円 12,104百万円

年金資産 △8,632 △9,084

  2,286 3,019
非積立型制度の退職給付債務 293 240

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,579 3,260

     
退職給付に係る負債 2,579 3,260

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,579 3,260
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(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

勤務費用 462百万円 507百万円 
利息費用 128 46
期待運用収益 △203 △215
数理計算上の差異の費用処理額 262 226
過去勤務費用の費用処理額 △116 △116
簡便法で計算した退職給付費用 30 27

確定給付制度に係る退職給付費用 563 476

 

(6）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

過去勤務費用 －百万円 116百万円
数理計算上の差異 － △175

合 計 － △59

 

(7）退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）
未認識過去勤務費用 △349百万円 △233百万円
未認識数理計算上の差異 831 655

合 計 481 422

 

(8）年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）
債券 37％ 36％ 
株式 29 29
一般勘定 29 29
その他 5 6

合 計 100 100

 

② 長期期待運用収益率の設定方法 

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）
割引率 1.2％ 0.3％
長期期待運用収益率 2.5％ 2.5％
予想昇給率 5.6％ 5.6％

 

３．確定拠出制度 

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成

26年12月31日）98百万円、当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）98百万円で

あります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年12月31日）

繰延税金資産      

貸倒引当金繰入超過額 32百万円  26百万円

返品調整引当金繰入超過額 117   85

減価償却超過額 131   107

減損損失否認額 276   165

繰延資産償却超過額 610   1,098

棚卸資産評価損否認額 325   394

退職給付に係る負債 919   1,051

退職給付制度変更に伴う損失否認額 140   107

投資有価証券評価損否認額 534   533

ゴルフ会員権評価損否認額 291   264

繰越欠損金 1,646   1,185

その他 720   479

繰延税金資産小計 5,748   5,502

評価性引当額 △2,823   △2,274

繰延税金資産合計 2,924   3,227

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △3,331   △3,890

その他 △17   △6

繰延税金負債合計 △3,348   △3,896

繰延税金資産（△は負債）の純額 △424   △669

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産（△は負債）の純額は、連結貸借対照

表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年12月31日）

流動資産－繰延税金資産 966百万円  803百万円

固定資産－繰延税金資産 15   10

固定負債－繰延税金負債 △1,405   △1,483
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年12月31日）

法定実効税率  法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省

略しております。

  35.6％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目   1.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △1.7

住民税均等割等   1.4

持分法による投資損失   △0.6

評価性引当額の増減   △12.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正   8.1

その他   △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率   31.4
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計

年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が

見込まれる一時差異については33.1％に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については、32.3％となります。 

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は102百万円減少し、

法人税等調整額が306百万円、その他有価証券評価差額金が407百万円、退職給付に係る調整累計額が２百

万円、それぞれ増加しております。 

 また、再評価に係る繰延税金負債は67百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 前連結会計年度（自平成26年１月１日 至平成26年12月31日）及び当連結会計年度（自平成27年１月１日  

至平成27年12月31日）

 当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自  平成26年１月１日  至  平成26年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報

  (1） 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

  (2） 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。 

 

当連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報

  (1） 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

  (2） 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

 
１株当たり純資産額 490円66銭

１株当たり当期純利益金額 50円26銭
 

 
１株当たり純資産額 518円27銭

１株当たり当期純利益金額 20円64銭
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 潜在株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 潜在株式がないため記載しておりません。

 （注） 算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

（平成26年12月31日）
当連結会計年度末

（平成27年12月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（百万円）
61,683 65,147

普通株式に係る純資産額（百万円） 61,683 65,147

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式の発行済株式数（千株） 126,229 126,229

普通株式の自己株式数（千株） 513 527

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（千株）
125,716 125,702

２ １株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

連結損益計算書上の当期純利益金額

（百万円）
6,318 2,595

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 6,318 2,595

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 125,722 125,708

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,650 2,400 0.998 ―

１年以内に返済予定のリース債務 123 85 － ―

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
9,600 7,200 1.304 平成29年～30年

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
135 103 － 平成29年～32年

その他有利子負債 － － － ―

合計 12,509 9,788 － ―

 （注）１ 平均利率は、期末時の借入残高及び借入利率による加重平均によって算出しております。

２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 400 6,800 － －

リース債務 55 32 14 0

 

【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 29,946 55,333 73,614 97,415

税金等調整前四半期（当期）純

利益金額（百万円）
4,894 7,952 4,288 3,784

四半期（当期）純利益金額（百

万円）
3,122 5,077 3,074 2,595

１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
24.84 40.39 24.45 20.64

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

24.84 15.55 △15.94 △3.81
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当事業年度 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 26,687 26,168 

受取手形 149 148 

売掛金 ※ 14,371 ※ 9,315 

商品及び製品 17,234 16,818 

仕掛品 8 11 

原材料及び貯蔵品 143 221 

前払費用 614 1,289 

未収入金 ※ 167 ※ 161 

繰延税金資産 1,144 801 

その他 ※ 579 ※ 364 

貸倒引当金 △560 △31 

流動資産合計 60,538 55,270 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,341 3,406 

構築物 102 106 

機械及び装置 0 0 

工具、器具及び備品 1,373 1,155 

土地 8,197 8,197 

リース資産 201 150 

建設仮勘定 9 27 

有形固定資産合計 13,226 13,043 

無形固定資産    

借地権 695 695 

商標権 921 789 

ソフトウエア 686 629 

その他 185 121 

無形固定資産合計 2,487 2,234 

投資その他の資産    

投資有価証券 19,741 22,594 

関係会社株式 269 269 

関係会社出資金 0 0 

敷金及び保証金 ※ 2,737 ※ 2,333 

その他 ※ 4,096 ※ 3,095 

貸倒引当金 △1,854 △821 

投資その他の資産合計 24,989 27,471 

固定資産合計 40,704 42,750 

資産合計 101,242 98,020 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当事業年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 4,965 5,762 

買掛金 ※ 10,846 ※ 8,613 

1年内返済予定の長期借入金 2,550 2,400 

リース債務 116 79 

未払金 102 105 

未払費用 ※ 2,879 ※ 3,104 

未払消費税等 1,284 － 

未払法人税等 2,269 － 

預り金 393 407 

賞与引当金 480 474 

返品調整引当金 330 260 

その他 54 155 

流動負債合計 26,272 21,361 

固定負債    

長期借入金 9,600 7,200 

リース債務 118 93 

長期未払金 415 347 

繰延税金負債 1,561 1,621 

再評価に係る繰延税金負債 709 642 

退職給付引当金 2,061 2,811 

その他 132 52 

固定負債合計 14,598 12,768 

負債合計 40,871 34,130 

純資産の部    

株主資本    

資本金 15,002 15,002 

資本剰余金    

資本準備金 3,800 3,800 

その他資本剰余金 6,219 6,219 

資本剰余金合計 10,019 10,019 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

別途積立金 9,750 9,750 

繰越利益剰余金 19,045 20,120 

利益剰余金合計 28,795 29,870 

自己株式 △240 △244 

株主資本合計 53,577 54,647 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 7,197 9,578 

繰延ヘッジ損益 △0 － 

土地再評価差額金 △403 △335 

評価・換算差額等合計 6,793 9,242 

純資産合計 60,371 63,889 

負債純資産合計 101,242 98,020 
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②【損益計算書】
 

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 ※１ 109,404 ※１ 96,371 

売上原価 ※１ 56,896 ※１ 49,309 

売上総利益 52,508 47,062 

販売費及び一般管理費 ※２ 41,757 ※２ 40,243 

営業利益 10,750 6,818 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 ※１ 422 ※１ 431 

受取賃貸料 14 16 

その他 107 140 

営業外収益合計 544 588 

営業外費用    

支払利息 177 140 

賃貸費用 9 9 

貸倒引当金繰入額 566 23 

借入関連費用 150 － 

その他 4 13 

営業外費用合計 907 186 

経常利益 10,387 7,221 

特別利益    

固定資産売却益 52 － 

固定資産受贈益 － 37 

投資有価証券売却益 － 99 

関係会社株式売却益 － 56 

ゴルフ会員権売却益 7 － 

特別利益合計 60 193 

特別損失    

固定資産売却損 － 196 

固定資産除却損 17 9 

減損損失 428 248 

ゴルフ会員権評価損 1 － 

関係会社出資金評価損 236 － 

関係会社整理損 － 53 

ブランド変更費用 － 2,886 

特別損失合計 683 3,393 

税引前当期純利益 9,764 4,020 

法人税、住民税及び事業税 2,827 1,150 

法人税等調整額 561 181 

法人税等合計 3,388 1,331 

当期純利益 6,375 2,688 
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【製造原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   1,591 10.3 1,603 12.5

Ⅱ 労務費   3,913 25.2 3,847 30.0

Ⅲ 経費   10,009 64.5 7,358 57.5

（うち外注加工費）   (264)   (394)  

当期総製造費用   15,514 100.0 12,808 100.0

仕掛品期首たな卸高   －   8  

計   15,514   12,817  

仕掛品期末たな卸高   8   11  

当期製品製造原価   15,505   12,806  

           

 （注） 原価計算の方法

標準原価による組別総合原価計算によっており、原価差額は期末に売上原価及び棚卸資産に配賦調整しており

ます。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

            (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   

資本準備金 その他資本
剰余金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 15,002 3,800 6,219 9,750 14,308 △236 48,843 

会計方針の変更による累積的影響
額               

会計方針の変更を反映した当期首残
高 

15,002 3,800 6,219 9,750 14,308 △236 48,843 

当期変動額               

剰余金の配当         △1,005   △1,005 

当期純利益         6,375   6,375 

自己株式の処分     △0     0 0 

自己株式の取得           △3 △3 

土地再評価差額金の取崩         △632   △632 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）               

当期変動額合計 － － △0 － 4,737 △3 4,733 

当期末残高 15,002 3,800 6,219 9,750 19,045 △240 53,577 

 

           

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 

評価・換算差額等合
計 

当期首残高 6,147 △0 △1,423 4,724 53,567 

会計方針の変更による累積的影響
額           

会計方針の変更を反映した当期首残
高 

6,147 △0 △1,423 4,724 53,567 

当期変動額           

剰余金の配当         △1,005 

当期純利益         6,375 

自己株式の処分         0 

自己株式の取得         △3 

土地再評価差額金の取崩         △632 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 1,049 △0 1,020 2,069 2,069 

当期変動額合計 1,049 △0 1,020 2,069 6,803 

当期末残高 7,197 △0 △403 6,793 60,371 
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当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

            (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   

資本準備金 
その他資本
剰余金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 15,002 3,800 6,219 9,750 19,045 △240 53,577 

会計方針の変更による累積的影響
額         △608   △608 

会計方針の変更を反映した当期首残
高 

15,002 3,800 6,219 9,750 18,437 △240 52,968 

当期変動額               

剰余金の配当         △1,005   △1,005 

当期純利益         2,688   2,688 

自己株式の取得           △4 △4 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）               

当期変動額合計 － － － － 1,682 △4 1,678 

当期末残高 15,002 3,800 6,219 9,750 20,120 △244 54,647 

 

           

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 

評価・換算差額等合
計 

当期首残高 7,197 △0 △403 6,793 60,371 

会計方針の変更による累積的影響
額         △608 

会計方針の変更を反映した当期首残
高 

7,197 △0 △403 6,793 59,762 

当期変動額           

剰余金の配当         △1,005 

当期純利益         2,688 

自己株式の取得         △4 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 2,381 0 67 2,448 2,448 

当期変動額合計 2,381 0 67 2,448 4,127 

当期末残高 9,578 － △335 9,242 63,889 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法に基づく原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

 移動平均法に基づく原価法

２ デリバティブなどの資産の評価基準及び評価方法

デリバティブ

 時価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品及び製品・仕掛品並びに貯蔵品

 先入先出法に基づく原価法

(2）原材料

 最終仕入原価法に基づく原価法

 なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

４ 固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法によっております。

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法によっておりま

す。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物        ６～50年

 工具、器具及び備品 ３～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっております。

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(3）リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５ 引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。

(3）返品調整引当金

 事業年度末日後に予想される売上返品による損失に対処するため、過去の返品率等を勘案した将来の返品

による損失予想額を計上しております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上しております。

 なお、過去勤務費用については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌期から費用処理することとしております。
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６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

７ ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

 なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利

(3）ヘッジ方針

 内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

 金利スワップ取引においては、取引すべてについてヘッジに高い有効性が明らかに認められるため、有効

性の判定を省略しております。

 また、為替予約についても、将来の取引予定（輸出及び輸入）に基づくものであり、実行の可能性が極め

て高いため、有効性の判定を省略しております。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理について

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26

日）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、割引率決定の

基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払

見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま

す。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事

業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減

しております。 

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が945百万円増加し、繰越利益剰余金が608百万円減少して

おります。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。 

 なお、当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度 

（平成26年12月31日） 
当事業年度 

（平成27年12月31日） 

短期金銭債権 1,445百万円 764百万円

長期金銭債権 3,947 2,946

短期金銭債務 40 31

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度 

（自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成27年１月１日 
至 平成27年12月31日） 

営業取引による取引高    

売上高 1,521百万円 1,338百万円

仕入高 75 60

営業取引以外の取引による取引高 63 49

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度61％、当事業年度60％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度39％、当事業年度40％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

 当事業年度 
（自 平成27年１月１日 

  至 平成27年12月31日） 

減価償却費 702百万円 838百万円 

給料及び手当 21,484 20,621 

賞与引当金繰入額 327 325 

退職給付費用 453 396 

広告宣伝費 4,985 4,516 

 

（有価証券関係）

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は269百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は269百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
 

当事業年度
（平成27年12月31日）

繰延税金資産     

貸倒引当金繰入超過額 860百万円  275百万円

退職給付引当金繰入超過額 734   907

未払役員退職金否認額 9   5

返品調整引当金繰入超過額 117   85

棚卸資産評価損否認額 317   390

減価償却超過額 133   108

減損損失否認額 253   143

繰延資産償却超過額 610   1,098

退職給付制度変更に伴う損失否認額 138   107

投資有価証券評価損否認額 534   483

関係会社株式評価損否認額 1,010   873

ゴルフ会員権評価損否認額 291   264

その他 669   442

繰延税金資産小計 5,680   5,184

評価性引当額 △2,748   △2,107

繰延税金資産合計 2,932   3,076

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △3,331   △3,890

その他 △17   △6

繰延税金負債合計 △3,348   △3,896

繰延税金資産（△は負債）の純額 △416   △820

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
 

当事業年度
（平成27年12月31日）

法定実効税率 38.0％   35.6％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5   1.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7   △1.6

住民税均等割等 0.5   1.2

評価性引当額の増減 △4.7   △10.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.1   7.2

その他 △0.0   △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.7   33.1

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の35.6％から平成28年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については33.1％に、平成29年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.3％となります。 

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は118百万円減少し、法

人税等調整額が289百万円、その他有価証券評価差額金が407百万円、それぞれ増加しております。 

 また、再評価に係る繰延税金負債は67百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円） 
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 
減価償却累
計額 

有形固定資産 建物 3,341 761
241

(143)
454 3,406 4,102

  構築物 102 22 5 12 106 336

  機械及び装置 0 － － － 0 31

  工具、器具及び備品 1,373 196
323

(104)
91 1,155 722

  土地
8,197

[306]
－ － －

8,197

[306]
－

  リース資産 201 58 － 110 150 611

  建設仮勘定 9 42 24 － 27 －

  計 
13,226

[306]
1,081

595

(248)
669

13,043

[306]
5,804

無形固定資産 借地権 695 － － － 695 － 

  商標権 921 － － 132 789 578 

  ソフトウェア 686 130 － 186 629 1,287 

  その他 185 － 54 9 121 56 

  計 2,487 130 54 328 2,234 1,921

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．「当期首残高」及び「当期末残高」欄の[ ]内は内書きで、土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34

号）により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円） 
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸倒引当金 2,415 113 1,675 852

賞与引当金 480 474 480 474

返品調整引当金 330 260 330 260

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日 

12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り又は買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取又は買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故その他の

やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載して公告する。 

 公告掲載URL 

 http://www.sanyo-shokai.co.jp/

株主に対する特典
優待セールへご招待（東京都において年２回、権利確定日：６月30日及

び12月31日）いたします。

 

（注） 当社は定款の定めにより次のとおり単元未満株主の権利を制限しております。

          （単元未満株主の権利）

当会社の単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

 (1) 法令により定款をもってしても制限することができない権利

 (2) 株主割当による募集株式および募集新株予約権の割当てを受ける権利

 (3) 単元未満株式買増請求をする権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社には親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

（第72期）

自 平成26年１月１日

至 平成26年12月31日

平成27年３月27日

関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書

及びその添付書類
   

平成27年３月27日

関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書 （第73期第１四半期）
自 平成27年１月１日

至 平成27年３月31日

平成27年５月14日

関東財務局長に提出

  （第73期第２四半期）
自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日

平成27年８月13日

関東財務局長に提出

  （第73期第３四半期）
自 平成27年７月１日

至 平成27年９月30日

平成27年11月12日

関東財務局長に提出

(4）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に

基づく臨時報告書であります。

平成27年３月31日

関東財務局長に提出

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）に基

づく臨時報告書であります。

平成27年10月30日

関東財務局長に提出

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）に基

づく臨時報告書であります。

平成28年３月３日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成28年３月30日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 櫻 井 紀 彰    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 春 山 直 輝    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 川 端 美 穂    印 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三陽商会の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社三陽商会及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 



＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社三陽商会の平成27年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、株式会社三陽商会が平成27年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上
 
 ※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 



 
  独立監査人の監査報告書  

 

平成28年３月30日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 櫻 井 紀 彰    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 春 山 直 輝    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 川 端 美 穂    印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三陽商会の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

三陽商会の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上
 
 ※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年３月30日 

【会社名】 株式会社三陽商会 

【英訳名】 SANYO SHOKAI LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員  杉 浦 昌 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役兼専務執行役員 経理財務本部長  松 浦 薫 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区本塩町14番地  

【縦覧に供する場所】 株式会社三陽商会 大阪支店 

（大阪市中央区久太郎町二丁目４番11号クラボウアネックスビル７階） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

 代表取締役社長である杉浦昌彦及び最高財務責任者松浦薫は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責

任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る

内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成27年12月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該

統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼性

に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質

的影響の重要性を考慮して決定しており、当社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロ

セスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社４社及び持分法適用会社３社については、金

額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、前連結会計年度の連結売上高（連結会社間取引消去前）を指

標に、その概ね３分の２を超えている当社のみを重要な事業拠点とし、当社における事業目的に大きく関わる勘定科

目である売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、選定した重要な事業拠点に

かかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴

う重要な勘定科目に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に

追加している。

 

３【評価結果に関する事項】

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。

 

４【付記事項】

 該当事項なし。 

 

５【特記事項】

 該当事項なし。 
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